
平成 29 年 予算審査特別委員会 

 

1 開 催 期 日   平成 29年 3月 6 日（月）   午前 09 時 58 分から午後 3時 58 分 

 

2 開 催 場 所      本庁舎 3階本会議場 

 

3 出 席 委 員   橋本委員長、板垣副委員 

野村委員、島崎委員、谷浦委員、稲田委員、永井委員、山本委員、 

藤田委員、大迫委員、木村委員、川崎委員、尾崎委員、鈴木委員、 

中川委員、田辺委員、鶴谷委員、小田島委員、坂本委員、滝 委員 

國枝委員 

 

4 欠 席 委 員   なし 

 

5 委員外議員   佐藤議長 

 

6 市側出席者 

企 画 財 政 部 長  中 屋  直   企画財政部次長  川 村 裕 樹 

総 務 部 長  浜 田  薫   市 民 環 境 部 長  塚 崎 俊 典 

保 健 福 祉 部 長  福 島 政 則   子育て支援室長  木 下 隆 司 

建 設 部 長  駒 形  智   経 済 部 長  藤 木 幹 久 

産 業 振 興 室 長  佐 々 木  伸   会 計 室 長  斎 藤 秀 樹 

消 防 長  山 崎  克 彦   政策推進室企画課長  橋 本 征 紀 

政策推進室政策広報課長  平 澤  肇   財 政 課 長  田 中 宏 明 

都 市 計 画 課 長  諏 訪 博 紀   総 務 課 長  高 橋 直 樹 

職 員 課 長  千 葉 直 樹   行 政 管 理 課 長  安 田 寿 文 

秘 書 課 長  岡  謙 一   税 務 課 長  米 川 鉄 也 

防災・庁舎建設課長  及 川 浩 司   保 険 年 金 課 長  渡 辺 広 樹 

子育て支援室保育課長  中 居 直 人   建 築 課 長  中 島 秀 男 

土 木 事 務 所 長  新 田 邦 広   契 約 課 長  川 口 弘 恭 

工事審査・検査担当参事  小 島 靖 雄   会 計 課 長  広 田  律 

 

消 防 本 部 次 長  田 埜 裕 司   消 防 署 長  山 口 洋 幸 

消防本部総務課長  谷 口 定 己   消防本部予防課長  郷 路 忠 明 

消防本部警防課長  本 田 高 広   消 防 ２ 課 長  佐 々 木 幸 一 

救 急 指 令 課 長  小 室 秀 治 
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教 育 部 長  水 口  真   教 育 部 次 長  櫻 井 芳 信 

教 育 部 次 長  鹿 野 秀 一   学校給食センター長  冨 田 英 禎 

 

監査委員事務局長  工 藤 重 幸   監査委員事務局次長  川 口 昭 広 

 

総合計画・男女共同・市民参加担当主査  柴  清 文   財政・予算担当主査  佐 藤  亮 

人事・厚生担当主査  佐 藤 直 人   情報推進担当主査  寺 岡  純 

市民税係担当主査  永 坂 隆 之   資産税土地担当主査  澤 井 大 輔 

資産税家屋担当主査  但 馬 広 宣   収納管理担当主査  宮 下 照 太 郎 

納 税 担 当 主 査  波 多 野 拓 也   防災・防衛担当主査  中 田 貴 文 

管 理 担 当 主 査  吉 川  進   

 

消防本部総務担当主査  菊 池 亮 多   消防本部管理担当主査  和 知 真 人 

消防本部予防担当主査  小 玉 浩 司   消防本部保安担当主査  山 崎 良 範 

消防本部査察１担当主査  佐 藤 裕 克   消防本部査察２担当主査  福 島 宏 幸 

消防本部警防担当主査  柴 﨑 啓 仁   消防２担当主査  月 田  清 

指令２担当主査  川 村 耕 治   救急２担当主査  岡  貴 一 

 

7 事 務 局    事 務 局 長  仲野 邦廣   書 記  金 田  周 

   書 記  永澤るみ子   

 

8 傍 聴 者    1 名 

 

9 案   件    議案第 17 号 平成 29年度北広島市一般会計予算 

議案第 18号 平成 29 年度北広島市国民健康保険事業特別会計予算 

議案第 19号 平成 29 年度北広島市下水道事業特別会計予算 

議案第 20号 平成 29 年度北広島市霊園事業特別会計予算 

議案第 21号 平成 29 年度北広島市介護保険特別会計予算 

議案第 22号 平成 29 年度北広島市後期高齢者医療特別会計予算 

議案第 23号 平成 29 年度北広島市水道事業会計予算 

 

 

議事の経過 

 

橋本委員長 

おはようございます。 
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ただいまから予算審査特別委員会を開きます。 

傍聴の取り扱いについては、申し合わせにより許可することといたします。 

審査の日程は各委員に配布の審査方法等協議資料のとおりでございます。次に質疑は審

査区分により一括して行い、回数の制限は 3 回までといたします。また答弁者におきまし

ては簡潔な答弁をお願いいたします。 

議案第 17号 平成 29 年度北広島市一般会計予算、 

議案第 18号 平成 29 年度北広島市国民健康保険事業特別会計予算、 

議案第 19号 平成 29 年度北広島市下水道事業特別会計予算、 

議案第 20号 平成 29 年度北広島市霊園事業特別会計予算、 

議案第 21号 平成 29 年度北広島市介護保険特別会計予算、 

議案第 22号 平成 29 年度北広島市後期高齢者医療特別会計予算、 

議案第 23号 平成 29 年度北広島市水道事業会計予算、 

以上 7件を一括して議題といたします。 

質疑を行います。なお予算書のページ数は審査方法等協議資料に記載のとおりでありま

す。 

始めに一般会計予算の歳入の質疑を行います。ページ数は 11 ページから 45 ページでご

ざいます。 

山本委員。 

 

山本委員 

 8 ページの歳入の大項目のところの臨時財政対策債についてですけれども、以前、予算編

成方針の質問のときにこれについて少し質問させていただきましたけれども、そのときは

10 億 2 千万円ぐらいの臨時財政対策債ということで見込まれていましたが、今回は 9 億

4,400 万円になっております。若干減りましたが、昨年より 1億円くらい増えているわけで

すけれども、この臨時財政対策債については、本来、地方交付税として交付される分が財

政が足りないので一時市債で賄うということで、それについては地方交付税で後年次に措

置されると説明されているわけですが、この地方交付税の措置の状況なのですが、一般的

に臨時財政対策債の交付税措置というのは、例えばその次の年なり何年後かにどういう形

で措置されているのかということですね。具体的には、昨年 8 億円ぐらい臨時財政対策債

があったわけですけれども、今年の交付税措置の中にそういうものがいくらとかそういう

形で入っているのか。今、細かい数字を全部出さなくてもいいのですが、臨時財政対策債

が交付税として措置されるときのルールといいますか、それはどうなっているのか。特に

その元本だけでなくて利子の分も含めて措置されるべきだと思うのですが、そこら辺がど

うなっているのか。そして臨時財政対策債はずっと何億円という形で積み上がっていって、

それに対して交付税措置がいくらという形で長期間収入があるわけですけれども、それの

収支見込み、以前私の質問に関しては、臨時財政対策債のお金は全て国で措置されている
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というご答弁だったのですが、そこら辺の長期的な収支はきちんと市の財政当局のほうで

把握されているのかどうかを 1 点目にお聞きしたいと思います。なぜかというと、本来、

交付税で今年度措置されなければならないものを市債でもって、借金を市としてしなけれ

ばいけないと。そういう意味では市としては非常に負担が増えるわけですけれども、それ

についてはきちんと国に措置していただかないと困るわけですけれども、そこら辺の状況

がどうなっているのかを確認したいと思います。 

それから、19 ページですけれども、地方交付税です。地方交付税は一般財源として何に

でも使えるということでの財源になっているわけですけれども、ただこれは 2 月 1 日に総

務省の自治財政局からの資料によりますと、今年度の国民健康保険制度の支援として、保

険料軽減制度として、また保険料の支援制度、保険者の支援制度として、市町村が 4分の 1

負担しているわけですけれども、その制度に係る地方負担について地方交付税措置を講じ

たという形で説明されております。また後期高齢者医療制度についても同じく市町村の 4

分の 1 の負担について、保険料軽減制度として交付税措置をしたと言われているわけです

けれども、これらの交付税措置が具体的にどの程度今年度は措置されているのか。また、

このように特別会計の予算として交付税措置されているものが他にもあれば、具体的にそ

こら辺のところの交付税の内容、内訳を教えていただければと思います。 

それから 21 ページですけれども、ここには使用料及び手数料という形で様々な会館の使

用料や道路の使用料、そういう形での使用料があるわけですけれども、市の公共的な施設

の使用料について新しいとか古いとか色々な違いはあるでしょうが、施設使用料の料金に

かなりばらつきがあると思うのですが、施設使用料の算定方法について統一基準があるの

でしょうか。その構成要素等を教えていただければと思います。以上です。よろしくお願

いいたします。 

 

橋本委員長 

 田中財政課長。 

 

田中財政課長 

 まず 1 点目の臨時財政対策債のルールという部分ですが、今年 9 億円程度予算措置して

いますが、これは以前答弁しましたように、交付税の原資不足で地方が負担する、負担す

るというか借り入れを行うものとなっています。これについては、毎年普通交付税の算定

段階で発行可能額というのが国から示されます。この発行可能額に基づいた元利償還金が

交付税に措置される形になります。具体論でいいますと、可能額ですので最終的には借り

入れを行わなくても交付税措置されるという仕組みになっています。 

2 点目の収支ですが、基本的にはその発行可能額分の利息についても今後交付税措置され

ていく形になります。収支というところですが、例えば先ほど申しましたように、他団体

で借り入れを起こさないところはその分が後年時に交付税分として上積みされるという形
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になりますので、収支という部分では、収入が上回る形になるのかと思います。それから、

国保の軽減措置分の交付税ですが、平成 27年度に国保の保険者支援の拡充として、交付税

措置で都道府県分の基金の部分を含めた拡充措置がありましたが、交付税上でどのくらい

見られているかは、今は、承知していません。それと、他の特別会計への交付税措置分と

いうことですが、下水道は下水道の元利償還金については見込まれています。その他、国

保の基盤安定制度の部分も当然見込まれています。また、単位費用の中には、介護給付や

後期高齢者医療給付の繰り出しの部分がはっています。 

交付税措置されている他会計の部分ですが、国保の基盤安定分で 28 年度決算では 5,413

万 7 千円が実交付額として見込まれています。それから単位費用では介護や後期特会への

繰り出しの部分なども含まれています。 

 

橋本委員長 

 中屋企画財政部長。 

 

中屋企画財政部長 

 使用料の関係でご答弁します。平成 19 年度に使用料の算定方法を統一するということで、

使用料・手数料の設定基準を作りました。その中で各施設の維持管理費をベースとして、

それぞれの会議室といいますか部屋の面積に応じて、また、稼働率なども考慮しながら、

統一的な基準により公共施設のそれぞれの使用料を算定したという状況です。 

 

橋本委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 まず臨時財政対策債については、後ほど資料を見せていただいて議論したいと思います。

この場でやり取りしても分かりづらいかなと思いますので、後ほどその資料でやらせてい

ただきたいと思います。先ほどの答弁ですと、国保の制度の支援分についても交付税措置

されている、下水道等についてもルール分ということで措置されているということで、こ

れについても具体的にいくら措置されているのかという辺りも後で教えていただきたいと

思います。 

それから使用料につきましては、維持管理費を施設の利用面積で按分するという考え方

でよろしいでしょうか。按分といいますか、その施設の維持費を施設管理の中でベースに

して、そうすると維持費がベースということになる、維持費のみということですね。そう

しますと、古い建物ですと維持費は比較的高めにつくのかなという、減価償却なども入っ

ていないということでよろしいと思うのですが、そうしますと維持管理費が古い建物でも

高くなる可能性もあるのでしょうか。 
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橋本委員長 

 田中財政課長。 

 

田中財政課長 

 使用料の設定の部分ですが、減価償却費は基本的には含めていませんので、最終的には

燃料費や運営・管理業務を行うための費用ですとか光熱水費、そういった維持費をベース

に算出しています。古い建物の中で高いものがあるかということですが、それぞれの施設

の光熱水費、燃料費などにも左右されますので、そういうことも起こりうる場合もありま

す。 

 

橋本委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは簡潔に 5点ほどお聞きします。まず 14ページ、市民税。市長の予算の概要の説

明にもありましたが、29 年度予算では個人市民税の増収が見込まれるとあり、前年度比

4,344 万円の増収を見込んでいますが、この主な要因は何なのかご説明願います。 

それから 43 ページ、諸収入。昨年もお聞きしましたが、市営駐車場利用納付金でありま

す。予算を見ますと前年度より増えておりますが、28 年度の東口、西口の利用料金と利用

台数の状況、それから 29年度の増える要因はどこを見込んでいるのかご説明願います。 

ページ数なしで 3 点ほどお聞きします。29 年度の経常収支比率はどの程度になるのかお

聞きします。前年度と比べて硬直化が緩和されたのか、それとも進んでいるのかも含めて

ご説明願います。 

それから昨年もお聞きしましたが、日銀のマイナス金利が今も続いている中で各種利回

りには影響が出ていると思いますが、本市の公債費の金利の変動はどのように今回の予算

に反映されたのか、具体的に数字を示してご説明願いたいと思います。 

最後に、一般会計の基金ですが、市役所庁舎建設基金が取り崩しにより 11億円あったも

のが 29 年度は 3,516 万円まで減っています。これは庁舎のための基金ですから減るのは当

たり前ですが、一般会計全体の基金残高も 29 年度では 14 億 3,900 万円まで減っておりま

す。この基金残高をどう見ているのか。当然これで十分とは言えないと思いますけれども、

この基金に対しての今後の考え方も含めてご説明願います。 

 

橋本委員長 

 米川税務課長。 

 

 



H29.3.6【平成 29年度 予算審査特別委員会】 

7 

 

米川税務課長 

 市民税の増収の要因についてお答えします。 

 昨年と同じように景気の緩やかな回復の影響で平均的に所得が増になったことと、これ

により、今まで非課税であった方が課税に転じたということと、株式ですとかＦＸ、そう

いった金融投資による分離課税が増えたこと。それと、市全体の人口は若干減ってきてい

ますが、これは、16 歳未満の非課税者のいわゆる子どもたちの人口が減という部分であっ

て、生産年齢人口等についてはあまり変動はないという傾向があるものですから、昨年度

に比べて増収になったということです。 

 

橋本委員長 

 田中財政課長。 

 

田中財政課長 

 経常収支の関係ですが、平成 29 年度予算案については経常収支比率は 92.6％となってい

ます。27 年度決算の 90.7％と比較しますと 1.9％高くなっています。内容的には社会保障

関連経費や施設の老朽化に伴う施設改修、あるいは公債費の増加傾向が高くなる要因にな

っているものです。 

市債の金利についてですが、直近で行った市債の借り入れは 27年度決算で、27年度決算

の一般会計借入で総額約 30 億円弱借り入れているわけですが、金利はその返済期間や措置

時期や借り入れ先で細かく細分化されておりますので、1 つ 1 つ申し上げますと、27 年度

では 5年ものが 0.1％、一番高いものが 10年もので 0.18％と、ここ数年、相当金利が低下

した形になっています。一応金利の加重平均でいきますと 0.157％が平均の利率でした。26

年度決算とこちらを比較してみると、26 年度は借入額が約 29 億円で、こちらの金利の加重

平均でいきますと、低いのが約 0.65％、ただし 26年度と 27年度を比較しますと 27 年度は

その 4 分の 1 となっていますので、相当金利差がついています。26 年度債は償還完了まで

支払う利息が、30 年ものがあり、長期にわたりますが、総額は約 1 億 9 千万円を利子とし

て返済する予定となっています。27 年度は 30 年ものがありませんが、返済する利子総額は

約 4千万円、約 1億円ほど支払利子額が減っている状況です。 

それから基金の部分ですが、たしかに 29 年度末になると 14 億円になると思います。こ

ちらについては、道内都市の中で基金の残高が本市は中位より上にいますが、29 年度決算

を迎えた時にこのままいきますと道内都市の中では下から何番目かのところに位置する形

になるということです。今後については、29 年度予算で盛り込んでいるふるさと納税にも

期待しながら、基金の増加に取り組んでいきたいと思っています。 

 

橋本委員長 

 新田土木事務所長。 
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新田土木事務所長 

 市営駐車場の利用状況について答弁します。28 年度の直近のデータ、1 月末現在のデー

タですが、総利用台数は東西合わせて 7 万 5,531 台と、昨年の同時期に比べ 5,036 台、パ

ーセントにしまして 107.1％となっています。 

次に、利用料についてですが、同じく 1 月末現在で東西合わせて 3,397 万 900 円と、前

年同時期に比べまして 219 万 5,050 円多くなっています。パーセントにして 106.9％と、両

方とも 7％ほど増加している状況です。平成 29 年度の納付金の伸びは、指定管理契約時に

事業計画を平成 27、28、29 年とそれぞれ利用料金を設定した上で、消耗品、修繕費等を加

味して、それぞれの年度で割り振りして、平成 29年度は消耗品が若干少ないこともあり伸

びています。それぞれの年度の利用料金も若干ではありますが毎年上がっている計画にな

っています。 

 

橋本委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 再質問します。市民税でありますが、生産年齢人口の変動が少なかったのが要因と今説

明がありましたが、今後の見通しですね。この生産年齢人口の現状の推移でどの程度まで

いきそうなのか、もしその辺をシミュレーションしているのであれば、あと何年くらいは

今の人口が保てますよと見通しているのか、あればお答えをください。 

駐車場に関して 1 点だけお聞きします。時間貸しに関してですが、平日と土日で混雑状

況が違うと思うのですが、この混雑状況はどの程度と押さえているのかお聞きしたいと思

います。 

経常収支比率に関しましては 90 から 92 とパーセントが上がったということで、一段と

財政の硬直化が進んだことになるのだろうと思うのですが、これは色々な要因があると思

いますので、総合的に少しでもこの比率が下がるようにご尽力いただきたいと要望だけし

ておきたいと思います。 

日銀のマイナス金利でありますけれども、今後、日銀の政策がどう変わるかわかりませ

んけれども、現状であったとした場合、当市における金利の変動の見通しはどのように考

えているのか、ご説明願います。 

最後に基金でありますが、29 年度末に 14億円くらいまで、今、田中財政課長からも道内

の市でも低い方ですよと説明がありました。そういう意味ではひとつ基金の積み立ての目

標というのでしょうか、これは市としてどの辺に置いているのか。私が議員になった頃に

たしか基金が 34 億円ぐらいありました。今年の市債を見ますと約 34 億円の予算になって

おります。それからいきますと、少なくても市債を組むくらいの貯金になる基金は持って

いてしかるべきではないかと思うのですが、この辺の考え方をもう 1回ご説明願います。 



H29.3.6【平成 29年度 予算審査特別委員会】 

9 

 

橋本委員長 

 米川税務課長。 

 

米川税務課長 

 生産年齢人口の件ですが、大体、今、個人市民税の納税義務者が、市の人口が 5 万 9 千

人に対して約 2 万 6 千人台の後半で推移しています。ここ 2、3 年の状況ですが、大体 100

から 150 名くらいずつ増となっており、平成 28年度が 2万 6,800 人ほどでしたので、29年

は概ね 2 万 7 千人くらいになるのではないかと推測しています。この傾向については、こ

こ 2、3年はこのような形で微増もしくは現状維持という方向でいくかと思いますが、2、3

年経った後には若干ずつ微減になっていくのではないかと推測しています。 

 

橋本委員長 

 新田土木事務所長。 

 

新田土木事務所長 

 市営駐車場についてですが、時間貸しの部分で平日、土日でどれくらいの利用があるか

というのは、申し訳ございません、今詳細な台数は押さえていませんが、平日と土日で利

用が大きく変わっているという状況は聞いていません。各種イベント、そういった時につ

いては、数字は押さえておりませんけれども、時間貸しがほぼ満杯状態だと聞いています。 

 

橋本委員長 

 田中財政課長。 

 

田中財政課長 

 金利の動向については、先ほど申しましたように、27 年度は非常に有り難い結果となっ

たところです。今年と来年が相当大幅な市債を借り入れる予定となっており、今、金利の

動向を我々も注視しているところですが、昨年よりは若干上がりつつあると認識していま

して、もう 1 年程度、本当にこういう低金利化が続くと将来的にも非常に有利に働くと考

えていますが、ただ現実的には今の景気動向から若干上がる傾向となっています。 

 

橋本委員長 

 中屋企画財政部長。 

 

中屋企画財政部長 

 基金の今後という部分ですが、基金については出来るだけ現在高を維持したいというこ

とで、決算段階において取り崩しをやめて、できるだけ現状維持を図ってきて、ここ数年、



H29.3.6【平成 29年度 予算審査特別委員会】 

10 

 

少しずつではありますけれども総体としては上がってきている状況にあります。ただご存

じのように、庁舎の建設基金は庁舎の建設と共にかなり高額の取り崩しを行うということ

で、減少傾向にあるのは事実です。特定目的基金と一般財源系の基金、財政調整基金と減

債基金があります。特に、財政調整基金についてはやはり急激な収支の悪化といいますか、

それから災害への備えという部分でも重要な基金ということで、3月の補正でも 2億円の積

み立てを予算計上させていただいているということで、できるだけ増やしていく方向で今

色々と進めていくところです。目標という部分が何といいますか、法的な率といいますか

決め事がない部分ではありますが、これは個人的な見解になりますが、当市は 120 億円ほ

どが標準財政規模ということですので、できるだけその 10％に近いということでは、やは

り 10 億円から 12 億円くらいは用意しておきたいということで、今、予算ベースですけれ

ども、28年度の補正後の2億円積む前提で8億4千万円ほどの現在高になるということで、

何とか標準財政規模の 10％に近づくように今後の運営をしていきたいと思っています。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。板垣委員。 

 

板垣委員 

 2 点ほどお伺いいたします。まず予算書 25 ページの新庁舎建設事業についての国の補助

金ですけれども、国の補助金はトータルいくらぐらいになるのかお伺いいたします。 

それから 41 ページ、小中学校の給食費の利用者負担ということで計上されておりますけ

れども、小学校・中学校の負担額がどういう形で算出されたのか、お伺いいたします。 

 

橋本委員長 

 及川防災・庁舎建設課長。 

 

及川防災・庁舎建設課長 

 新庁舎建設に係る国の補助金ですが、防音対策としての防衛省補助が10億526万6千円、

地中熱ヒートポンプ設置に関する環境省補助が 9,539 万 9 千円となっております。 

 

橋本委員長 

 冨田学校給食センター長。 

 

冨田学校給食センター長 

 給食費の算定ですが、小学校では低学年 1 食当たり 260 円、中学年 263 円、高学年 266

円という食単価に提供想定食数を掛けたもの、そこから一般の方については収納率を乗じ

たものを給食費として見込んでいます。同じく中学校では、1食当たり 315 円という形で同
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様の計算を行っているところです。 

 

橋本委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 庁舎建設の国の補助ですけれども、合わせて 11億ぐらいになるんですよね。これは平成

27 年 8 月時点での報告でも 11億 200 万円ということでしたが、現在までの実績から見ると

少し違ってきているのかなと思うのですが、2014 年から実際に国の補助が入っていますよ

ね。それで 2017 年まで入れますと、私の計算では 10 億 7,500 万円くらいになるのですが、

やや予想よりも減っているというのは何か理由があるのかどうかお伺いします。 

それから給食費についてですけれども、平成 27年の結果はわからないのですが、学校給

食会計で見ますと、平成 26 年の決算では小学校給食費の収入が 1億 7,400 万円、中学校が

1億 1,353 万 7千円ということで、各々この平成 26 年の決算から比べると 80％くらいです

か、かなり減っているような気がするのですが、これは単純に児童生徒数が減ったのかど

うなのか。あるいは決算でも収納率は 99％で見ているのですけれども、今回どのくらいで

見ているのかをお伺いします。 

 

橋本委員長 

 及川防災・庁舎建設課長。 

 

及川防災・庁舎建設課長 

 国からの補助金については 2 つあり、先ほど申し上げたとおり、防衛省補助と環境省補

助の 2本立てとなっています。防衛省補助は工事費等に関係なく定額の補助となっており、

当初見込んでいた約 10億 500 万円程度から大きくは変わっていないところです。環境省補

助の地中熱ヒートポンプについては、工事費、事業費に対する 3 分の 2 補助となっていま

す。こちらは庁舎とヒートポンプを分けなければならないのですが、実際に地中熱ヒート

ポンプの建設工事に掛かった部分、その部分の 3 分の 2 について環境省から補助をいただ

くということで、当初考えていたものよりは若干ですが補助金が減となっています。 

 

橋本委員長 

 冨田給食センター長。 

 

冨田学校給食センター長 

 給食費の減の要因ですが、平成 27 年度の私会計の決算で、給食費は小学校で 1 億 7,100

万円ほど、中学校では 1 億 800 万円ほどとなっています。減少の要因は児童生徒の減がメ
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インとなっているところです。小学校で大体毎年 100 食ずつくらい食数が減っている状況

にありますので、その分の減を見込んだ額となっています。また収納率は、一般の児童生

徒で 99％程度の収納率を見込んでいるところです。 

 

橋本委員長 

 小田島委員。 

 

小田島委員 

 1 点だけお聞きします。予算書 8ページ、起債の目的の中に気象観測装置更新事業債とい

うのがありまして、これがどこにぶら下がっていくのかなと思って、予算書の附属資料を

見てもわからなかったのですが、これは現在の観測装置の経過といいますか、更新ですか

ら相当な年月が経過していると思うのですが、現況と更新の目的、そして北広島の場合、

観測点がどこにあるのか、それから更新によって今までよりも精度が上がるような種目が

追加されるのかどうなのか、そこら辺をお聞きしたいと思います。以上です。 

 

橋本委員長 

 新田土木事務所長。 

 

新田土木事務所長 

 小田島委員のご質問にお答え申し上げます。気象観測装置更新事業債ということで今回

630 万円計上しておりますけれども、今、土木事務所にあります排水機場のための色々な風

速、風力、気温、雨量、そういった気象観測の計測装置がございましたが、それぞれ老朽

化しておりまして、それを更新する目的で今回予算計上させていただいたものです。 

 

橋本委員長 

 小田島委員。 

 

小田島委員 

 排水機場の気象観測のためと、水位とかそういうところの観測のためということだった

のですが、この対象となる排水機場というのはどのぐらいの数があるのでしょうか。 

 

橋本委員長 

 新田土木事務所長。 

 

新田土木事務所長 

 申し訳ございません。排水機場の集中管理システムを入れた時に付けた観測装置でして、
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排水機場は今 4カ所あります。 

 

橋本委員長 

 小田島委員。 

 

小田島委員 

 わかりました。4カ所ということでございますが、どのような装置をどのように付けると

いうとこら辺は今は回答ができないようですので、ぜひその辺の詳細については後ほどお

知らせいただきたいと思います。以上です。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

橋本委員長 

 以上で、歳入の質疑を終わります。 

 暫時休憩をいたします。 

 

休 憩  午前 10時 43 分 

再 開  午前 10時 47 分 

 

橋本委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

次に歳出の議会費の質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

橋本委員長 

 以上で議会費の質疑を終わります。 

 暫時休憩をいたします。 

 

休 憩  午前 10時 47 分 

再 開  午前 10時 47 分 

 

橋本委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

次に総務費のうち出張所費を除く総務管理費、企画費の企画総務費、都市計画調査費、
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広報費、交通対策費のうち生活バス路線確保対策事業、生活バス路線利用促進事業、市民

生活費のうち男女共同参画推進事業、市民協働推進事業のうち市民協働推進事業、市民参

加推進事業、徴税費、選挙費、統計調査費及び監査委員費の質疑を行います。ページ数は

52 ページから 89 ページです。 

永井委員。 

 

永井委員 

 何点かお答えいただきたいと思います。ページ数が前後するかもしれませんがよろしく

お願いします。まず予算書 81 ページで附属資料が 53 ページの男女共同参画推進事業で、

この度、拡大ということで予算計上されておりますけれども、拡大内容の中で男性育児休

業助成金とあるのですが、これは以前いただいた総合戦略関係の事業の資料で載っていた

のですが、この男性育児休業助成金の具体的な内容額などがわかれば教えていただきたい

と思います。 

次に、71 ページ、附属資料 50ページのふるさと奨学金は新規ということで、こちらも総

合戦略の中の内容だと思うのですが、この 3 万 3 千円という予算の計上の根拠というか理

由をお聞かせいただきたいと思います。 

75 ページ、附属資料 47 ページ、広報紙発行の関係ですけれども、こちらもこの度拡大さ

れた額で計上されておりますが、拡大になった理由をお聞かせください。 

もう 1つ、63 ページの附属資料 31ページ、地域防災計画改訂ですが、こちらはこの度新

規ということで新たに中身を変えてしますということかと思うのですが、この中で福祉避

難所に関しても盛り込まれると思うのですが、この福祉避難所の利活用の内容の充実など

についても、充実された内容となるのかどうかお聞きいたします。 

69 ページの附属資料 49ページ、大学生の市内居住推進事業ですが、こちらは引越しの費

用ということで1人当たり3万円を50名を上限としてということで計上されておりますが、

引越しだけではなく家賃の補助や、例えば札幌などから通ってくる学生のための交通費の

助成なども今後検討していただければと考えておりますが、その辺いかがでしょうか。 

最後に 77 ページ、附属資料 43 ページ、生活バス路線確保対策事業ですが、これは他の

委員からも質問があるかと思いますが、この度、倍額の 800 万円が助成されるということ

で、その減便対策だけでこのように助成金を増やしていっても利用者は増えないのではな

いかと考えておりますので、今後は高齢者福祉の施策としても生活バス路線利用促進事業

と絡み合わせて、例えばミニバスやコミュニティバスなどの検討もしていくべきではない

かと思いますが見解を伺います。 

以上です。 

 

橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 
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橋本政策推進室企画課長     

 男女共同参画事業の拡大分についてですが、今回は男性の育児休業に対する支援という

ことで新たに取り組むことを予定しています。こちらについては総合戦略に位置付けてい

る取り組みで、本年度、市内の事業所に色々アンケートをとり、どういった支援が必要か

などそういったものの把握を行った上で次年度の取り組み内容を整理してきたところです。

男性育児休業に対する支援については、今のところ市内の事業所に勤務される男性従業員

が育児休業を取得する際にその企業に対して 10万円を助成する内容で考えていまして、育

児休業の期間についても、今は 10 日間以上取られるときにそういった支援を行うことで考

えています。 

ふるさと奨学金は予算額が 3万 3千円ということで、その内訳ですが、平成 29年度は制

度周知に関する消耗品などの経費を予定しています。この事業は平成 29年度、この 4月に

大学 4 年生になる学生に対してお知らせしていくのですが、大学 4 年生が就職活動を行う

中で、北広島市に居住すれば奨学金に対する支援をさせていただくということで、まず大

学 4年生にアナウンスをさせてもらおうと思っています。その上で、4年生で将来札幌圏あ

るいは北広島市にお勤めになるということで、本市に居住することになれば助成対象の候

補という形にさせてもらって、平成 30年度、卒業して社会人 1年目ですけれども、その年

度にその学生が借り入れている奨学金についてご本人が返済をして、翌 31年度にその奨学

金に対して市で支援をさせてもらう、そういった事業スキームを今考えています。 

大学生市内居住ですが、本年度から市内に引越しされた学生に 3 万円を支援しておりま

すが、それについての家賃支援あるいは交通費支援というお話でしたけれども、まず本年

度、この大学生の市内居住の取り組みをスタートしたところで、今多く使われているのが

道都大学生なのですが、道都大学生の市内居住率が大体 5 割くらいになっており、特に着

目すべきと言いますか、例えば本州ですとか遠くから来られている自宅から通えない学生

については、今 8 割くらいが市内に居住していただいております。そういった状況も見な

がら、今後の大学生に対する支援については考えていく必要があると思っています。 

最後に生活バス路線の補助金の事業ですが、この補助金は、今、市内完結路線である北

広島団地線の赤字額が約 1,600 万円ということで事業者の方から伺っております。引き続

き路線を維持確保するためにその 2 分の 1 を上限に助成を行いたいと考えております。永

井委員からもミニバスやコミュニティバスといったお話がありましたが、2月に公共交通に

関する協議会を立ち上げ、平成 29年度から団地線も含め、本市にとって望ましい公共交通

の在り方を議論してまいりますので、その議論の中でそういった他の公共交通についても

考えていく必要があると考えています。 

 

橋本委員長 

 平澤政策推進室政策広報課長。 
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平澤政策推進室政策広報課長 

 広報の拡大事業の中身ですが、こちらは編集業務の外部委託の拡大というものです。今、

社会的に問題になっている部分もありますが、広報スタッフは時間外勤務が非常に多い状

況です。委託でできる部分は委託でやっていこうということで外部委託を増やしたところ

です。計上している拡大部分の 62 万 2 千円は、広報の外部委託の契約が 10 月 1 日に新た

な契約を結ぶことになっていますので、10月から 3月までの 6カ月分を見込んでいます。 

 

橋本委員長 

 及川防災・庁舎建設課長。 

 

及川防災・庁舎建設課長 

 地域防災計画改訂事業についてお答えします。現在、国等で進めています浸水区域の見

直しが直近で発表されるということです。その結果を踏まえ、地域防災計画の見直し作業

を進めたいと考えています。それに伴い、各ご家庭にお配りしている防災ガイドブックに

はハザードマップ等を掲載していますことから、そちらについても改訂を行い、全戸配布

を考えているところです。今回予算計上している額については、そちらの防災ガイドブッ

クの印刷、配送料となっているところです。 

また、今後福祉避難所についてうたっていくのかというご質問ですが、前回の防災ガイ

ドブックはまだ福祉避難所という考え方がない時に作ったものです。この度改訂する際に

は福祉避難所について説明し、市民の方々に周知してまいりたいと考えています。 

 

橋本委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 それではまず 1 つ、男女共同参画推進事業の中での男性への育休対策で、これはぜひ、

おそらく取る方が増えていくのではないかと予想されますので、事業所の中で、企業の中

で、育休を取りたいという従業員がどんどん増えていくことに対しても、市で支援策を進

めていっていただきたいと思います。要望でよろしくお願いいたします。 

次に広報の発行関係ですけれども、外部委託を増やしたことによる増額ということで、

この度、3月の広報に記事を載せられた市民の方から、どうやらインタビューを受けたとき

に自分が発言した内容とは少し違った内容で広報に載せられてしまっていると実際に相談

を受けました。この拡大することに伴って広報の編集の内容など、またインタビューの取

り組み方なども改善する余地があるのではないかと思ったのですが、その辺について伺い

ます。 

次に地域防災計画の関係ですけれども、昨年の熊本地震では個人情報等の関係から福祉
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避難所の利用対象の方々の名簿などがなかなかうまく使いこなせなかったことで、福祉避

難所自体がうまく機能しなかったという話も聞いておりますので、その辺りを充実させて

いただきたいと思います。また、逆に当事者の方々からは、福祉避難所に行くように勧め

られるというか行かされることで、これまで地域の中でコミュニティが取られていたこと

が、一般の避難所と福祉避難所に分けられてしまうということで、近所の方との交流など

も途切れてしまうのではないかという懸念も伺っていますので、その辺りの内容も含めた

上で改訂していただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

大学生の市内居住推進ですが、例えば車を持っている学生に対してガソリン代の支援な

ども考えられるのではないかと思いますが、この辺の検討はいかがでしょうか。 

生活バス路線の確保対策も協議会で今後議論していって、より良いものにしていくかと

思うのですが、こまめに市民から意見を聞くなど、協議会の中だけではなく、高齢の方々

が多いと思いますけれども、実際に利用する地域住民への説明会や意見交換会なども開い

ていく必要があるのではないかと思いますが、そちらも予算の中にこれから組んでいく考

えなのでしょうか。伺います。 

 

橋本委員長 

 平澤政策推進室政策広報課長。 

 

平澤政策推進室政策広報課長 

 まず広報のインタビューの部分ですが、今、インタビューの内容と実際載った部分が違

ったというお話は初めて伺いました。今後調査したいと思いますが、どちらにしてもやり

取りした部分をきちんと確認するように今後気をつけてまいりたいと思います。 

次に、委託の拡大にあたり、そういったことが増えないかどうかということについてで

すが、今回委託を拡大する部分については、お知らせ部分の外部委託です。こちらについ

ては市役所内部でのやり取りが多くなると考えていますが、こちらもきちんと確認してま

いりたいと思います。 

 

橋本委員長 

 及川防災・庁舎建設課長。 

 

及川防災・庁舎建設課長 

 福祉避難所に避難していただく際に本人の意思が重要だというお話だと思うのですが、

当然避難される住民の方、個々の意思は尊重されるべきだと考えています。ただし、防災

ガイドブック自体を作るときにそういう内容までうたえるかどうかは今後検討させいただ

きますが、実際に福祉避難所へ避難していただくとかそのような場合については、本人の

気持ちを大切にしていきたいと考えています。 
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橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 大学生市内居住にかかわる車のガソリン代の支援ですとかそういったご質問ですけれど

も、まず大学生市内居住の事業については、総合戦略に掲げます若者の定着、市内居住を

促進する観点から取り組みを始めたものとなっており、今、永井委員からお話がありまし

た内容については、またこれとは別な切り口から検討が必要になるのではないかと考えて

います。 

次に、公共交通の関係で、市民への説明あるいは意見交換の機会ですが、今、私たちの

課にでは、北広島団地地区ということはありますけれども、昨年度そして 28 年度と地域に

お邪魔してバス交通に関する意見交換をさせていただいております。また、29 年度に策定

します公共交通網形成計画においても、協議会には公募市民の方もいらっしゃいますが、

やはり地域の中に出てそういった声をお聞きするのは大変重要なことと思っていますので、

機会を捉えて意見交換、説明会を行っていきたいと考えています。 

 

橋本委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 では最後に 1 点だけ。広報紙の関係についてですが、初めてお話を聞いたということで

すが、実際、ご本人から市の担当課に電話をしたというお話も私は伺っておりますが、そ

れは置いておきまして、やはり今後インタビューをした市民の方との事前の確認等も掲載

前に必要ではないかと思います。そういうところを徹底していただきたいと思いますが、

いかがでしょうか。 

 

橋本委員長 

 平澤政策推進室広報課長。 

 

平澤政策推進室政策広報課長 

 たしかにご本人の意図と違う形で広報紙に載ってしまうことは、ご本人にとっても非常

に辛いことだと思いますので、今後きちんと確認したいと思います。 

 

橋本委員長 

 滝委員。 
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滝委員 

 それでは 3点ほど質問させていただきます。予算書 69 ページ、大学連携推進事業。80 万

8 千円についてですが、こちらは 28年度より 13万 2 千円くらいアップしているかと思うの

ですが、今年度の内容と 29 年度にアップする内容について具体的にどのようなことが追加

されるのかお伺いいたします。 

2 点目、大学生市内居住推進事業。永井委員も質問されていたのですが、こちらは住民票

を異動していただくことが目的かと思うのですが、道都大学以外の学生、例えば違う地域

にある大学に通う学生の皆さんも北広島に住んでいただきたいということだと認識してい

ますけれども、そういった大学生に対してのＰＲはどのように行われているのかお伺いし

ます。 

3 点目、同じく 69 ページ、北広島団地イメージアップ事業についてですけれども、こち

らは愛称コンテスト、またモニターツアーの実施とありますけれども、それぞれの予算の

内訳と具体的な内容についてお伺いします。 

 

橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 大学連携推進事業ですが、平成 28 年度と比較して約 10 万円予算を増額していますが、

中身については大学生に対する地域活動支援事業補助金というものがありまして、これま

で 2 件の事業に対して支援をしましたが、こちらを 1 件増やし、新年度は 3 件という形で

考えています。これについては 28年度、道都大学のほか近隣の、例えば北海学園大学です

とか札幌市にある大学からも申し込みいただく形も今出てきており、そういった学生の活

動に対して支援の幅を広げたいということで 1件増やしたところです。 

次に、大学生市内居住推進事業ですが、多くは道都大学の学生ですが、対象は道都大学

に限っているわけではありませんので、札幌市内の大学に市内から通う学生に対しても支

援をしており、本年度北星学園大学の学生から 1件ですが、お申し込みがありました。 

最後に、団地イメージアップ事業ですが、予算は 197 万円で予定しており、内訳はモニ

ターツアーが 120 万円、愛称募集が 77万円、こちらはＰＲ広告などそういった形で予定し

ているところです。 

 

橋本委員長 

 滝委員。 

 

滝委員 

 ありがとうございます。大学生の活動の支援が 1 件増えるということでしたが、北海学
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園大学の地域連携の特別講座なども行われたと思いますが、そういった講座も道都大学だ

けでなく他の大学との連携の事業ですね、ほかにまた何か予定されているのかお伺いしま

す。 

先ほど北星学園大学の申し込みが 1 件あったということですが、ＰＲ方法についてお答

えがなかったかと思いますので、お願いいたします。 

団地イメージアップ事業ですけれども、まず愛称コンテストの具体的な内容はこれから

なのかなと思うのですが、例えば名称を選ばれた方に賞金とかそういったものがあるのか

どうか。また、今年度、団地移住促進モニターツアー、既に終了して現在オーダーメイド

ツアーというものが行われているようですが、そちらのツアーの申し込みは実際あるのか

どうかお伺いします。 

 

橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 大学生市内居住推進事業ですが、札幌市内にある各大学にも、この制度が始まる際に個

別に案内はしているところです。 

次に、大学連携推進事業ですけれども、これまでも北海学園大学には本市で市民の方も

見ていただくことができる特別講座を開催していただいているのですが、こちらについて

はまだテーマは固まっておりませんが、次年度も北海学園大学の先生に来ていただき引き

続き行うことを考えているところです。 

次に、団地イメージアップ事業ですけれども、愛称募集にあたり、選ばれたニックネー

ムには報償費を予定していますので、例えば表彰式や、賞金になるのか商品になるのかそ

の中身についてはありますが、そういった形で提供はしていきたいと思っています。オー

ダーメイドツアーについては 28 年度から取り組みを行っていますが、これまでに 2件、実

際に要望があり、市内の各公共施設あるいは学校施設をご案内させていただいています。

特にオーダーメイドツアーは、ご家族でのお申し込みという形になっていますので、そこ

は機動性というか、ある程度融通を利かせた行程を組むことができますので、参加してい

ただいたご家族には非常に好評だったという形になっています。 

 

橋本委員長 

 滝委員。 

 

滝委員 

 ありがとうございます。大学連携についてですけれども、道都大学とは連携協定を結ん

でから約 3年が経過すると思いますが、やはり大学も市も、また市民も三位一体となって、
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まちが良くなっていくような取り組みを、他の大学も含めてよろしくお願いいたします。 

市内の大学生の居住ですけれども、やはり若い人たちにこのまちに来てもらうのに、Ｐ

Ｒのときにうちのまちにどんな魅力があるということを一緒に、ただ引越しのお金を 3 万

円あげますというだけではなかなか居住してくれないのかなと思いますので、この北広島

の魅力も一緒に伝えてもらえるような活動を、ＰＲ方法をお願いしたいと思います。 

あと団地のイメージアップ事業、こちらは今回追加があったというので、これは無料と

いうことで提示されていたと思うのですが、来年度の予算が 120 万円ぐらいということで、

これはまたいっぱいになったときにこういった追加が無料で行われるのかどうかを最後に

確認したいと思います。 

 

橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 大学生市内居住推進事業は、今、滝委員からもお話がありましたとおり、ただ単純に引

っ越しを支援しますということではなく、まちの魅力も併せて学生たちに伝わるような形

で新年度工夫したいと思っています。 

次に、団地イメージアップ事業の中でオーダーメイドツアーについては、こちらは費用

がかからない形で今実施していますので、先ほど申し上げた予算の中にはここにかかる経

費は含まれていませんので、本年度実施しました、例えば札幌圏から申し込みいただいて

バスで市内を巡るという形は、引き続き予算を組ませていただき行いたいと思っています

けれども、このオーダーメイドツアーについては無料で行っているところです。 

 

橋本委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員               

 それでは始めに予算書 60 ページの防災経費についてですけれども、委託料のところでそ

の他委託というところが昨年より大幅に増額されているのですが、この内容についてお伺

いします。 

それから先ほど永井委員も指摘されていましたけれども、63 ページの防災計画の改訂事

業についてですけれども、これは市民の方に配られている防災ガイドブックを改訂されて、

これまでなかった福祉避難所等のことも盛り込まれていくということだったのですが、こ

れのタイムスケジュールはどのくらいのところで完成して市民の手に届くようになってい

るのか、それに併せて市民の方から意見などを聞く機会を設けられているのか、お伺いし

ます。それからこれは何年も前から言っているのですが、避難所運営マニュアルについて
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はもうすぐ完成、もうすぐ完成と言われているのですが、こちらはどのようになっている

のかお伺いします。最近避難所訓練なども実際に行われたと聞きましたので、たぶんその

時に色々と気づいたことなどが出てきたのではないかと思うのですけれども、そういうこ

とも反映されたマニュアルがあったほうがいいと思いますので、その辺についてお伺いし

ます。 

それから 75 ページの文書管理運営事業についてですけれども、昨年からファイリングシ

ステムということで文書管理の効率化が進められていると思うのですが、こちらの進捗状

況についてお伺いします。それと共に文書の保管場所ですね、第 3 庁舎の一部なのか青葉

浄水場ということもお話されていましたけれども、こちらのほうの整備はどのようになっ

ているのかお伺いします。 

それから予算書 81ページの市民参加推進事業ですけれども、こちらは昨年より若干予算

が増えているのですが、これは推進会議の回数が増加されるための予算なのか、お伺いし

ます。委員会の中でもう少し回数がというご希望の声もありましたので、その辺をお伺い

します。 

それから 81 ページの男女共同参画のところですけれども、先ほど永井委員が質問をされ

ていましたけれども、男性の育児休業の件ですが、なかなか進んでいないのが現状かと思

うのですが、市内の事業所の実態など情報収集されているのか、お伺いします。それから

当市役所の状況はどのようになっているのか、お伺いします。 

それから 73 ページですけれども、ファーストマイホーム支援制度について、これは市民

の方からの声なのでこの辺のことが検討されたのかどうかお伺いしたいのですが、独身の

女性の方からの質問だったのですが、今、生涯独身という方もいますし、それはわからな

いのですが、独身であっても市内にマンションや戸建てを購入することもあると思います。

将来的にその方が結婚するかもしれないし、子どもを儲けることもあるかもしれないです

が、そういう場合を考えてはもらえないのだろうかとお話されていましたので、当初のお

話では北広島団地に居住した場合とか親世代との同居、近居に加算ということもあると聞

いたのですが、例えば加算があるなら減算というのでしょうか、そういうことも考えられ

なかったのかどうか、お伺いします。以上です。 

 

橋本委員長 

 及川防災・庁舎建設課長。 

 

及川防災・庁舎建設課長 

 1 点目のその他委託の大幅な増ということですが、こちらについては新庁舎建設に伴い、

Ｊアラートという緊急の設備があり、それを今、旧庁舎についているものを新庁舎に移設

する際にかかる委託料となっています。 

2 点目、防災ガイドブック見直しの時期です。国、道で現在浸水区域の見直しを行ってい
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ます。その結果をもって検討し、ガイドブックを作成していきます。現時点では 9 月ぐら

いまでには作成し、全戸配布を目指したいと考えています。 

最後に避難所開設マニュアルです。避難所開設マニュアルの総合版については既に完成

しています。実際に避難所を開設する際の避難所開設キットというものを各避難所用に用

意しており、その中にも避難所マニュアルは既に整備されています。また、避難所訓練で

も職員側はその避難所マニュアルに沿って行動しているところですが、こちらには、市職

員の動き、施設管理者の動き、市民の方の動きが全て総合的に加味されていまして、ペー

ジ数も相当多いものになっています。やはり使い勝手を考えると施設管理者の方が使いや

すいマニュアル、また市民の方がわかりやすい、自分たちが何をすればいいのかがより簡

単にわかるようなマニュアルが必要と考えていまして、今その整備についても随時進めて

いるところです。 

 

橋本委員長 

 安田行政管理課長。 

 

安田行政管理課長 

 ファイリングシステムの進捗状況ですが、昨年の 6 月より順次 3 ブロックに分けて現在

導入しているところです。今年度の部分はほぼ全課、新庁舎に入る予定の全課は現在ファ

イリングシステムを導入しており、ただ統一したキャビネット等をまだ用意していません

ので、全て十分な効果が出ているかといえばまだそうではありませんが、ただ一定のルー

ルに基づいて保管する書類の場所が整理されているということで、基本的には担当職員が

不在でも短時間で書類が探し出せるようになってきているとか、現在不要な文書を執務室

から全て廃棄しておりますので、前に比べてだいぶんすっきり整理されているのかなと思

っています。また、退庁時には机の上に一切書類を置かないようにするという体制を現在

とっています。そういう意味ではセキュリティの強化等も図られてきているのではないか

と思っています。また、今回導入したことにより、新庁舎への引っ越しの際にも相当スム

ーズに書類の移動が図られると考えています。 

 次に、保管文書の部分ですが、現在青葉浄水場とフレンドリーセンターに保管していま

すが、新庁舎移転後については現在の第 3 庁舎の職員が全部移った後に中を整理し、今の

ところ 3 階と 2 階を文書保管の場所と考えており、今年の秋くらいにそちらに文書を移動

したいと現在予定していますが、全ての文書を持ってこられるかどうかは耐久性もあるこ

とから、最低限、永年保存していますフレンドリーセンターの分は持っていきますが、青

葉浄水場の分までを全て持ってこられるかは今後耐久性も考えて調査しているところです。 

 

橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 
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橋本政策推進室企画課長 

 まず、市民参加推進会議の関係ですが、先ほど田辺委員からお話がありましたとおり、

会議の回数を少し増やしているところがあります。市民参加についてはこの議会でも色々

ご質問いただきましたけれども、会議の中においてもより市民参加のしやすい取り組みや

市民参加の方法など、今、色々な観点から議論を行っていただいており、これについては

29 年度もより具体的にどういった方向が望ましいのかというところでの話し合いが進んで

いますので、そこを踏まえて会議の回数を増やしているところです。また、市民参加条例

ができましてから今 8年、間もなく 10年になりますが、今一度、市民参加に関して市民の

方々の関心を高めていただくため、例えば市民参加に関してフォーラム的なものも実施し

ていきたいということで、それにかかる経費も僅かですけれども予定しているところです。 

次に、男性の育児休業の状況ですが、本年度、市内の事業所に実態調査を行い、その把

握に努めたところですが、男性従業員が育児休業を取得していないところが大体 9 割にな

っています。市内の事業所では、このワークライフバランス、男性の働き方というところ

ではなかなか進んでいないのかなと捉えていますが、こちらについては、総合戦略の会議

においても、やはり男性の育児休業の取得率が低いことが女性の社会参加を進めていない 1

つの要因ではないかという話も委員からありましたので、ここを今回新たな市の取り組み

として、男性の育児休業取得を支援するということで、企業に対してもそういったメッセ

ージを出していければと考えているところです。 

 

橋本委員長 

 千葉職員課長。 

 

千葉職員課長 

 男性の育児休業の市の職員の部分ですが、平成 23 年度に 1名、約 2週間ですが取得して

います。また、その後、平成 28 年の 4月から 1名の男性職員が育児短時間勤務ということ

で、1日の勤務時間を短縮した育児休業を取得しているところです。 

 

橋本委員長 

 川村企画財政部次長。 

 

川村企画財政部次長 

 ファーストマイホーム支援の関係でご答弁しますが、まず国の地方創生に先駆けて、本

市としては 26年度に市の単独事業として行っています。その後、地方創生加速化交付金等

もついたのですが、まず子育て世代を呼び込むためターゲットを絞って、50 歳未満で 18歳

以下の子どもがいるということで進めておりまして、これは新年度も同じ条件ですので、

今ご質問があった部分については該当になりませんが、ただ 3年進めてきたことによって、
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例えば地域性の偏りであったり、いわゆる定住という考え方の中に、例えばご夫婦でもお

子さんがいらっしゃらないとか独身の方も含めて、先ほどの歳入の質問にもありましたが、

税収の安定に寄与する中での生産年齢人口の増という観点では色々なニーズが見えてきた

ところでして、今後戦略を進める中でより良い制度に検討を進めたいと考えています。 

 

橋本委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 最初の防災経費のところは今あるものを新庁舎に移すためのということでわかったので

すが、その内容を、どういうシステムなのか教えてください。防災計画の改訂ですけれど

も、避難所運営マニュアルは総合的なものはできているということですけれども、やはり

市民の方は自分がそこに行ってどのような動きでどうやったらというのがたぶん一番の関

心事だと思いますので、まずそれを早くに、市民の方というかおそらく自治会や自主防災

組織が中心となって動いていくのではないかと思いますので、そこの方たちのところに届

くようなことを早期にしていただきたいのと、それがあることで訓練もスムーズにいくの

ではないかと思いますので、それはお願いしたいと思います。それから総合マニュアルは

ホームページにアップされているのか、お伺いします。 

それから文書管理のことですけれども、帰るときには机の上に何もない状態を目指して

いるということだと思うのですが、今はまだ外部のコンサルタントというか指導してくだ

さる方がいらっしゃるのでしょうか。それで、その方が永遠にいるのかどうなのかという

ところと、時間が経っていくとだんだんと、私の家の机みたいに最初は何もなくてもだん

だん物がたまっていくという状況になっていくのが危惧されるのですが、例えば定期的に

そういう外部の方の実地指導といいますかそういうことが今後考えられていかないのかど

うか、お伺いします。それから最終的には第 3 庁舎に文書保管の場所ができるということ

ですけれども、以前ニセコ町に行ったときにファイリングシステムをやっていて、庁舎の

前にある図書館の奥にきちんと可動式のロッカーがあって、本当にいつでも、すぐ誰が来

ても取り出すことができる状況になっていると伺ったのですが、今後、第 3 庁舎にもそう

いうロッカーの整備がされて、奥にしまわれている資料であってもすぐに取り出すことが

できるようになっていくのかお伺いします。 

それから市民参加の件ですけれども、増回されて、これからは評価だけではなくて市民

参加のより良い方法なども具体的に検討されていくというお話がありました。現在の推進

会議の方たちはまだ任期があるかと思うのですが、このようなことも今後検討されていく

ということでありましたら、やはり任期終了の時には意見書なり提言書というものを出し

ていただきたいと思うのです。議事録を見ればわかるでしょということではなくて、やは

りきちんとした評価というか、次に向けてというところがあるのが然るべきではないかと
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思います。道内でも他の自治体でも任期終了時には意見書などを提出していますよね。市

でも最初の頃はそういうものが出されていたのではないかと思うのですが、この辺をきち

んと検討されていくのかお伺いいたします。 

男女共同参画のところですけれども、市内の事業所の 9 割ほどはなかなか取得するのが

難しいということだったのですが、それは本当にうちのまちだけではなくて全国的なこと

だと思います。なので、特に小規模の事業所にもそういうチャンスがあるというのでしょ

うか、そういうことが周知できるような取り組みをぜひしていただきたいと思います。そ

れから市の取得状況としては何年かにお一人くらいしか取っていない状況だと思うのです

が、まず市役所が事業所に言う前に、市役所の職員が取りやすい状況にあることをしっか

りと事業者にアピールしていくことが必要ではないかと思うのですが、その辺の取り組み

はどのようになっているのかお伺いします。それから男女共同参画のところでもう 1 つな

のですが、参画推進委員会の中の議事録にあったのですが、私も以前に質問したのですが、

デートＤＶの予防教育について、委員の方たちも今、高校や大学に行って出前講座をして

いますけれども、もっと早い時期、小学生の高学年や中学生の必要性を委員会の中で皆さ

んお話されていたのですが、この辺の取り組みについては今後どのようにされていくのか

お伺いします。 

 

橋本委員長 

 及川防災・庁舎建設課長。 

 

及川防災・庁舎建設課長 

 Ｊアラートですが、気象警報とかそういうものを伝えるものでもありますが、主な目的

としては有事を想定しています。今朝も発射があったのですが、ミサイルなどが発射され

て、この軌道であれば日本に近付くとか非常に危ないという場合には、そのＪアラートが

警報を発して、私どもが備えています防災無線を通じてその情報を、主なところとしては

学校や市の施設なのですが今 62 カ所に、瞬時に警報として、ミサイルが発射されたという

内容で伝える装置です。 

 もう１つ、避難所運営マニュアルですが、現時点ではホームページには掲載していませ

ん。できるだけわかりやすい、市民の方が使えるようなマニュアルをまず作り、ホームペ

ージに掲載したいと思っています。また避難所の運営についてですが、町内会の方や自主

防災組織の方が運営にかかわっていただけるのが一番であり、私どもとしてもスムーズに

ものが進むと思うのですが、実際に災害が起きた場合に町内会の方たちが避難所で生活さ

れるのかどうかは、その町内会の方の被害状況によっても変わるのかなと思っています。

私どもが作成しています避難所マニュアル、避難所を運営していただく市民側については、

あくまでも町内会、自主防災組織ということを想定するのではなくて、一般の市民の方が

避難されてきて、その方たちが自主的に避難所を運営していただけるようなマニュアルと
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しているところです。 

 

橋本委員長 

 安田行政管理課長。 

 

安田行政管理課長 

 ファイリングシステムで定着を図るためということになると思いますけれども、たしか

にファイリングシステムは最初入れた時はいいのですが、だんだん雑になってくるという

か、これは他市でもそういう状況があるということで、ファイリングシステムは入れるよ

りも定着というか維持管理の方が大事ですよというのはよく委託業者の方も言われており

ます。来年度は、基本的には文書主任等を対象とした専門研修ですとか、新たに入ってく

る新任職員のための研修を行うと共に、今現在お願いしている外部委託の方が現場の実地

指導を行う予定としています。また行政管理課も機会があるごとにそれぞれ指導していき

たいと考えています。 

 次に、第 3 庁舎の文書の保管方法ですが、現在考えているのは、よく可動式のものがあ

りますが、そういう棚ではなくて通常の棚を置き、そこに縦横に番号を振った形で保管を

考えています。箱に入れて保管していくのですが、それと現在ある文書管理システムを連

携し、要は検索したらその棚の何番の何にその文書がありますよという形での検索方法に

より、文書を探し出せるようにということで現在考えているところです。 

 

橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 市民参加推進会議の関係ですが、終了時に意見書あるいは提言書を出してはどうかとい

うご質問ですけれども、今現在、市民参加推進会議の中でもそのような意見が出ていると

ころでして、こちらについては、推進会議の中で引き続き取り扱いについて議論されてい

くのではないかと考えているところです。 

次に、男女共同参画推進事業における育児休業の支援に対するＰＲですが、田辺委員が

おっしゃるとおり、やはり市内には中小事業所が多くありますので、例えば商工会や工業

振興会、そういったところにご協力をいただきながらＰＲ等を進めていきたいと考えてい

ます。 

最後に、デートＤＶの予防教育ですが、現在、学校教育の中で行われてはおりますが、

その以外の部分というのでしょうか、どういった連携ができるのか、教育委員会あるいは

学校とその取り組みについては考えていく必要があると思っています。 
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橋本委員長 

 千葉職員課長。 

 

千葉職員課長 

 市の男性職員の育児休業の部分ですが、先ほど育児短時間勤務と申しましたが、部分休

業ですが、育児休業、部分休業については、実際制度は取れることになっていますが、無

給ということで給料が出ないことになりますので、例えば共働きであればかなり取得率は

上がってくるかもしれませんが、夫婦でご主人だけが勤めている場合などについては、特

に若い世代は無給となりますので、なかなか本人が取りづらいのかなとも思いますが、今

後これらも含めて、本市においては次世代育成支援特定事業主行動計画というものを策定

しており、男性も育児に参加しましょうということで位置付けしていますので、今後もこ

の計画に基づいて推進していきたいと思います。 

 

橋本委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

 今のお話、やはり推奨している市役所がなかなか進まないのでは他のところにも理解が

進まないと思いますので、今言った無給ということもありますけれども、その辺で市の職

員も全休じゃなくても短時間勤務でもしやすいような、そういう体制をぜひ取っていって

いただきたいと思います。 

それから男女共同参画のところですけれども、デートＤＶに関しても実際に出前講座を

なさっている方からのご意見だと思いますので、教育委員会とぜひ検討を進めていってい

ただきたいと思います。それから意見書は本当に次に繋げるというところでは大事なもの

だと思いますので、提出できるようにお願いいたします。 

最後に防災マニュアルですけれども、市民の方がするのももちろん、市民の方に対して

というのももちろんなのですが、実際にそのときに活躍してくれるのは防災組織とかにな

ると思います。ですから、その方たちの訓練のためにもそういうものを早期に作っていた

だきたいと思います。終わります。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 

島崎委員。 

 

島崎委員 

 3 つお伺いします。予算書で 69 ページ、空き家流動化促進事業について、それから子ど
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も夢チャレンジ応援事業について、それから 71 ページの立地適正化計画策定事業について

お伺いします。まず空き家流動化促進事業ですけれども、これは昨年からもうやっている

と思うのですが、対象経費の 3 分の 1、上限 30 万円ということだったのですが、当初の金

額の算定基準がどうなっていたのかを 1つ教えていただきたいと思います。 

それから 2 つ目の子ども夢チャレンジ応援事業。先日報告会がありまして、委員も何人

かいらっしゃいまして聞きましたけれども、非常に素晴らしい報告会であって、もっとた

くさんの人に聞いていただきたかったなと率直な意見でありました。これを新年度もまた

やっていくにあたって、今年度の簡単な反省というか、それを踏まえて新しい年度でどう

いったことについてもう少し拡大していきたいのかを、思いをお聞きしたいというのが 1

つ。それからもう 1 つ、その中でまちが連携して応援するということであるんですよね。

あくまでも市の予算として 3人に 50 万円ということでやっているのですが、このまちとい

う中に企業というキーワードも入っているわけですよね。この企業に対して今年はどうい

う働きかけがあったのかを教えていただきたいです。 

それから立地適正化計画ですけれども、地域交通網と併せて 1 桁違う大きなものになっ

ているかと思うのですが、当然事業の中で今年度どのくらいまで辿り着きたいとか、事業

の中での目安とか、めどとか、目標値があると思うのですが、その辺のざっくりとしたも

のかもしれませんけれども教えていただきたいということ。その中で当然団地側もと私の

思いもあるのですが、青葉浄水場の今後のあり方や若葉町のＵＲ団地の関係など色々大き

な問題が出てくるのではないかと思うのですが、これに結びつけていくにあたって、今年

度どのくらいまで事業の中で色々策定していきたいのかをお伺いしたいと思います。 

 

橋本委員長 

 暫時休憩いたします。 

 

休 憩  午前 11時 50 分 

再 開  午後 0時 56 分 

 

橋本委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 空き家流動化の事業についてですが、こちらは平成 28 年度からスタートした事業ですけ

れども、本年度補助金 50 万円ということで取り組みを進めており、この 50 万円について

は北海道における空き家の解体費用が概ね 100 万円程度ということで、こちらの 2 分の 1

の 50 万円ということで事業を進めてきました。今年は予定件数 10 件ということでスター
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トしましたが、事業終了後も問い合わせがあり、今後も一定程度需要が見込まれるという

ことで、そういったものに対応していくために、29 年度は 1 件当たりの上限を減額して予

定件数を拡大したいという形になっています。28年度は 10件に助成を行い、うち 9件が売

却され、うち 8 件に新たな住宅が建築されています。こうしたことからこの空き家解体費

用については空き家の流動化を図ると共に、新たな人の流れ、定住促進に繋がっている事

業であると考えています。 

次に、立地適正化計画策定事業ですが、28年度、29 年度の 2カ年で策定に向けた作業を

進めているところです。この計画の主なポイントは、ＪＲ北広島駅周辺における居住機能

あるいは都市機能のあり方、方向性を定めていこうということで、駅周辺については本市

の総合計画においても拠点地区として機能充実を図る区域ということで、設置、位置付け

をしています。駅周辺にはまだまだ活用が可能な未利用市有地あるいは高度利用が可能な

公的不動産がありますので、そういったものを最大限活用しながら、その活用にあたって

は民間の投資を呼び込む、そういったことを意識しながら、計画の策定を今進めていると

ころです。 

最後に、子ども夢チャレンジ応援事業ですけれども、先日芸術文化ホールで報告会を行

い、50 人を超える方々にご参加いただいたところです。発表をした 3 人の生徒は自分の言

葉でチャレンジの内容をしっかりと報告されていました。参加してくださった皆さんもそ

ういった思いが感じられたのではないかと思います。この事業は 3 人の子どもたちへの支

援で終わる事業ではありませんので、あくまでもこの 3 人のチャレンジを通して他の生徒

たちにも将来に対する夢や希望、そういったものをしっかりと持っていただいて、それに

対して市が、まちが支援をしていきたいという取り組みになっています。今年度初めて事

業を行いましたが、やはり課題が出てきております。市民あるいは事業所、そういった方々

の支援をいただきながら、まちが一体となってということで当初取り組みを進めておりま

したが、市民の方から支援のご連絡やそういったものはいただいている部分はありますが、

まだまだそれがまち一帯に広がっているかというとそこは改善しなければいけないと考え

ていますので、ここについて具体的にどういった形の支援を皆さんにいただけるか、そう

いったものも十分整理しながら、29 年度も子ども夢チャレンジ応援事業については取り組

みを改善すべきところは改善、工夫を重ねながら進めていきたいと考えております。以上

であります。 

 

橋本委員長 

 島崎委員。 

 

島崎委員 

 空き家の流動化促進事業ですけれども、実際に市内にお住まいの方で住み替えのために

解体して新しい家を建てたい、もしくは今空き家の状態で市外にいらっしゃるオーナーさ
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んが当然いらっしゃると思うのですが、市外にいらっしゃるオーナーさんに向けて、解体

費用の促進の施策をうまく打てるような方法を考えていただきたいなと思うのですが、そ

の辺の見解をお聞かせいただきたいのがまず 1つ。 

それから立地適正化ですけれども、当然ＪＲ北広島駅周辺ということのポイントになる

部分というのがあろうかと思うのですが、その中で北広島の総合運動公園の予定地に関し

ては、昨年国土交通省の官民連携事業の中で 1,490 万円という調査費がついたということ

があって、その中で非常に魅力的な土地である、事業性として高い土地であるという見解

がなされた訳ですけれども、そういった流れの中でということもあると思うのですが、ボ

ールパークの誘致が今気になっているわけです。ボールパークの誘致に関して、そこら辺

の事業費というものが何ていうんでしょうか、その辺が予算の中で見えなかったものです

から、どういったことを考えていらっしゃるかという部分と予算的な部分を教えていただ

きたいということと、それから 3 つ目の夢チャレンジ応援事業ですけれども、今、橋本政

策推進室企画課長からありました、今後たくさんに広がっていく可能性がということは非

常に私もいいなと思って理解しております。ただ発表会が本当に素晴らしいものだったと

私は思っているものですから、ああいった映像を撮っているのか撮っていないのかわから

ないのですが、あれをぜひ小学校や中学校の総合学習の中で子どもたちに見てもらって、

こういった発表を取り組んでいるんだよということを、ぜひ、教育委員会とも連動しなが

ら、学校とも連携しながらやっていただいて、小中学生にいたっては夢ノートをやってい

るわけですから、これの派生的なものとして夢チャレンジがあるのだと。今年度 69件でし

たよね。69 件の応募があったと聞いていますけれども、これがまたさらに多くの応募にな

り、本当にその中で良かったと思うものについては 1 件くらい拾ってあげるんだとかそう

いったことで、途中補正を組むとかそういうことも考えてあげてもいいのではないかと思

っています。本当に素晴らしい企画というか目標、夢、設定がたくさん出てくるのではな

いかと思いますので、その辺を促進するためにも教育委員会と連動を図っていただきたい

のですが、もしそういった場合に 1件や 2件くらい、5件や 6件となるとちょっと大変かな

と思うのですが、1件や 2件くらいさらに拾ってあげようかなというそれくらいのお気持ち

が、今は難しいかもしれないですけれどもどうなのかなということも含めて、今年の見通

しをお聞かせいただきたいと思います。 

 

橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 空き家流動化の関係でお答えします。空き家流動化については主にホームページや広報

紙での事業周知という形にはなっていますが、その中でも今年度市外にお住まいの方が所

有者という物件もありました。今後は、例えばですが、固定資産税の納付書を発送する時
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にこういった事業の説明もさせていただくことも考えられますので、幅広く周知内容は考

えていきたいと思っています。 

次に、子ども夢チャレンジ応援事業ですけれども、こちらは次年度も 3 件ということで

考えていますが、今その 3 件についても生徒さん、そして親御さん、あるいは支援いただ

ける方と本当に何度も調整、意見を重ねながら実現に結びついているところがありますの

で、島崎委員からお話のあった部分については、今後進めていく上で十分参考にしたいと

思います。教育との連携については夢ノートというところで取り組みが進んでいますので、

それとの関連性やそういったものは当然、連携しながら進めていくべきところだと考えて

います。 

 

橋本委員長 

 川村企画財政部次長。 

 

川村企画財政部次長 

 ボールパークの関係で答弁いたします。このボールパークが仮に実現しますと非常にま

ちづくりには大きな影響を与えるものだと考えています。平成 29年度は企画の経常経費の

中に 30 万円、いわゆる事務費として計上しておりますが、この経費の内訳は、こういった

大きなプロジェクトを進めるにあたり国との色々な関係との協議が必要になってきまして、

例えば地方創生の関係の内閣府であったり、スポーツ庁であったり、経済産業省であった

りというところと、色々上京する際の旅費等を今回計上しております。また、ご質問にあ

りました次のステップを踏まえてですけれども、今、実務者協議をやっている中で色々な

課題が整理されてあります。こういった課題の中の整理のもとを踏まえて、議会の皆様の

意見も聞きながら、具体的に本市として調査費等を掛けていくべきか否かも含めて、そこ

はまた慎重な議論をしていただいて、例えば交通アセスであったり環境アセスであったり、

そういった手続きに次は入っていくものと考えています。 

 

橋本委員長 

 島崎委員。 

 

島崎委員 

 さっきの空き家流動化のものについては、実は今、橋本政策推進室企画課長からおっし

ゃっていただいたように、固定資産税の封筒の中に入れてはどうかと私も言おうかと思っ

ていたのですが、そういう形で送ると市外の方にはすごくいいのではないかと思いますの

で、ぜひその辺は横の繋がりでやっていただければと思います。 

子ども夢チャレンジも公明党さんのほうから一生懸命言っていただいて実現したと思う

のですが、これはやはり理事者側と議会側とみんなで、いいものについてはより良いもの
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にしてあげていったらいいのではないかと思っていますので、これからもっと膨らむよう

な事業性であっていただきたいと思っています。 

最後の立地適正化にかかわる部分ですけれども、今、川村企画財政部次長からおっしゃ

っていただいた、事務費として計上しているということでしたけれども、これが仮に 2018

年 3 月までにある程度の形が決まり、平成 30 年度になりますか、いよいよ本格的に動くと

なった時には、やはりそれなりの動き方が出てくると思いますので、当然ボールパークと

なると海外の先進地視察などもあるのかなと思いますので、その辺やはり理事者側もそう

ですけれども、ぜひ、議会側とも共に進めていく形で、少し言い方は悪いですけれども報

告が後付けになることがないように、共に進めていける形を考えていただきたい。ぜひこ

れを実現するために、今みんなで手を取り合って、議会側が今は静観しているような状況

も多少ありますけれども、実現するとなったら大きな力が必要になってきますので、そこ

にやはりパワーをかけていかなければならないと思っていますので、来年の予算にはぜひ

その辺の計上がなされているといいなと期待して終わりたいと思います。以上です。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。大迫委員。 

 

大迫委員 

 それでは何点か質問させてもらいます。63 ページ、防災資機材整備事業ですけれども、

これはどのような防災資機材の備蓄を予定するのか、現在備蓄しているものの更新なのか

どうなのかをお聞きします。 

69 ページですけれども、先ほど言われていました子ども夢チャレンジ、以前、今後はこ

の予算は企業から募っていきたいというお話もありましたけれども、状況はどうなのかお

聞かせ下さい。 

73 ページのおためし移住事業、まだこれは移住に繋がった方がいないということですが、

現在の成果は見られるのかお聞きいたします。 

75 ページの市街地活性化事業ですけれども、基礎データを作って、具体的な作成データ

をどのように活用するのか、空き家など他の目的に使う計画があるのかどうなのかをお聞

きいたします。4点お願いします。 

 

橋本委員長 

 及川防災・庁舎建設課長。 

 

及川防災・庁舎建設課長 

 防災資機材整備事業についてですが、こちらは大きく分けて 2 点あります。内容として

は、市が備蓄します資機材と、現在 12カ所指定させていただいています福祉避難所に収め
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る資機材です。市が備蓄します資機材は、防寒に関するものをメインとし、それは新規購

入です。更新するものとしては、食料備蓄等の消費期限が過ぎたものなどを更新していく

考えです。福祉避難所の整備については、こちらは 28 年度、29 年度、30 年度の 3 カ年で

福祉避難所に防災資機材を整備する計画としており、28 年度から既に始めております。29

年度、30 年度、1施設につき 150 万円を上限として、福祉避難所と密に連携を取りながら、

相手方が希望される、避難者を受け入れる際にこういう資機材があった方がいいという要

望をお聞きして、資機材の整備を進めているところです。 

 

橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 まず、夢チャレンジ応援事業の企業からの支援のご質問ですけれども、今後も市民ある

いは事業者の方にこの取り組みを周知したいと考えておりますが、どういう形で支援いた

だけるのか、そういった手法ですとかそういったものも考えながら、例えば営業活動とい

うところもあると思いますが、それらを含めて次年度考えていきたいと思っています。 

次に、おためし移住事業ですけれども、これまで移住に繋がったことがありませんので、

そういったところはこの事業の課題かなとは捉えておりますが、基本的に皆さん、北広島

市での生活を「おためし移住日記」という形でインターネットで発信していますので、そ

ういった部分でいうとＰＲ効果はあるのかなと効果を捉えているところです。 

 

橋本委員長 

 諏訪都市計画課長。 

 

諏訪都市計画課長 

 市街地活性化事業についてお答えいたします。この活性化に関してですが、ここでは人

口動態の基礎的なデータを作るということで予算書に説明してあります。これについては

従来から空き地・空き家バンク制度をやっておりますので、この基礎資料とすることと、

今後線引きの作業等も行いますので、これらの資料等に使ってまいりたいと考えています。 

 

橋本委員長 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 ありがとうございます。防災資機材整備事業ですけれども、現在備蓄している資機材の

ほかにまだ足りていない資機材とか、こんなものを備蓄したらいいのではないかと思って
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いる資機材があるのかどうなのか、あったら教えていただきたいと思います。 

おためし移住事業ですけれども、この事業を始めるときに懸念されていたのが、同様の

事業をやっている自治体を旅行感覚で渡り歩く人がいるというお話も聞いておりました。

他の自治体ではそういうことが見受けられるということですけれども、当市でおためし移

住をしていただいた方々の中にこういうことがあったのかどうかお聞きいたします。 

 

橋本委員長 

 及川防災・庁舎建設課長。 

 

及川防災・庁舎建設課長 

 今後備蓄していく上でどういうものが不足していると感じているかというご質問だと思

いますが、北海道で厳冬期に災害が発生した場合に、やはり防寒という部分でまだ備蓄に

関しては少し弱い部分があると考えています。ただ、現在も民間の事業者様と災害時の物

資供給の協定を締結させていただいています。早期に納品可能なものは可能な限り協定先

企業様から搬入していただき、製造等に時間を要するものは市で備蓄を進めていく考え方

になっています。 

 

橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 おためし移住事業についてですけれども、道内いくつかの自治体が同様の事業に取り組

んでいますが、そういった自治体を渡り歩いてという事例が本市にあるかというところで

すが、本市も事例が多くはありませんが、中には移住目的で本市から次に他の自治体、あ

るいは他の自治体から本市へということで、移住目的でそういったおためし移住を活用さ

れている事例はあります。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 

野村委員。 

 

野村委員 

 私からは 2点お伺いいたします。まず 1点目、67ページの総合計画推進事業についてと、

69 ページの住み替え支援事業についてですけれども、まず総合計画推進事業について、今

はまだ第 5次の総合計画の推進ということで載っていると思います。ただこれに関連して、

今 2017 年ということで、2020 年までの総合計画を今 5 次ですよね。それで第 6 次は 2021
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年から 10年間ですけれども、第 6次の総合計画に関してはいつから準備してどういった方

法でやるのかを教えていただきたいのと、次の住み替え支援のことに関してですけれども、

これに関して今年度はどういう事業を行うのか教えてください。 

 

橋本委員長 

 川村企画財政部次長。 

 

川村企画財政部次長 

 総合計画の推進事業の関係で、次の総合計画のお話だと思います。2020 年で総合計画、

今の 5次が終わるということで、これでいきますと、次の総合計画を作るには平成 29 年度、

いわゆる新年度からどういった手法でどういうやり方をするかという準備、それから平成

30 年度には実質その中身に入っていきますが、ただこの現行のやり方を踏襲するのか、い

わゆる今、議決案件になっていない基本構想部分をどういった議会との取り扱いにするの

かも含めて、そういった手法もこれは十分検討していかなければならないと。それから期

間についても 10 年間がいいのかどうなのかということも踏まえて、29 年度は具体的なそれ

らの作業に入っていきたいと考えています。 

 

橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 住み替え支援事業についてですが、この住み替え支援を行うにあたり、本年度、市内の

金融機関、不動産事業者、建設業者、またＵＲ都市機構の方にも参画いただき、住み替え

支援協議会を立ち上げ、本市に合った住み替えの仕組み、あるいは今後支援の内容などに

ついても検討していきたいと考えていますが、29 年度は、まず住み替えということで、お

住まいになっている方も住み替えということに対して、よくわからないというところもま

だまだありますので、まずは住み替えに関する意識、啓発を含めた、例えばセミナーです

とか個別の相談会、そういったものを 29 年度実施していきたいと考えているところです。

個別相談会では住み替えということで、例えば住宅あるいは相続ですとか多岐にわたるこ

とが予定されますので、ワンストップでそういった相談が受けられるような形で今考えて

おり、そういったワンストップの窓口を通して協議会に参加している各不動産業者ですと

か金融機関、そういったところと連携をとりながら、市民の住み替えに関する意識を高め

相談に応じていく、こういった内容を 29 年度予定しているところです。 

 

橋本委員長 

 野村委員。 
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野村委員 

 ありがとうございます。まず総合計画について再度確認というか意見を踏まえながらお

話したいと思いますけれども、29 年度からということは今年から準備にかかるということ

だと思うのですが、お話として。そして中身としては 10 年がいいのかも含めて色々考える

ということですが、私が何故こういう質問を今からするかというと、実は今までの方法で

いくと、市民参加の部分でいったら農協の関係の代表とか商業の関係の代表とか色々な代

表の 20人ぐらいの人に集まってもらって北広島の将来をどうしたらいいですかみたいな会

議を年に 4 回ぐらいやって、そして皆さんの意見を聞きながら将来の北広島をこうやって

決めましたみたいな感じのところがあって、あと議会にも説明があって、そしてそういう

中で将来の北広島を決めると、非常に根幹になる大切な計画を決めるわけですね。でも実

は私が過去に、今回も質問しましたけれども、過去の第 1回目の総合計画を考えたときに、

穴田さんという町長が総合計画行政というのを始めたんですね。そして今回で 50 年目とい

うか、5回やっていると。そのときの第 1回目の計画の中で、それこそ北広島は道央圏の中

でこれだけ人が集まりやすいから、だからお話もしたようにハイメックスだとかノーザン

だとか、そういう人が年間 2千万人くらいも来るような計画をあの 50 年前に考えていたと、

そういう立地の良いところだというような、あるいは緑がたくさんあるから週末になった

ら札幌から 200 万人ぐらいの人が遊びに来るレジャー施設を造ろうとか色々なことを考え

たのは第 1 回目のときなんですね。そのときにどうやってその総合計画を決めたかという

と、若手の係長クラスの人が結局人事異動とか関係なく有志で夜仕事が終わった後に集ま

って、そして 10 人かそのぐらいの若い係長クラスの人が座長を決めて、そして 1年も 2年

もかけてがんがんやったんですよ。そういう中で 50 年先の今にも通用するような計画を作

ったんですね。僕はすごく素晴らしい計画だったと思うんです。そして今人口減少の社会

とかお金がないとか色々難しい問題をどうやって解決するかという部分は、あのときの右

肩上がりの世の中と違うまちづくりを考えなくてはいけないと。だからこれから先また 50

年を考えるきっかけとしての計画を作ることが北広島も必要だと。そういったときには、

それは年に 4 回や 5 回集まって、業界の人たちの意見聞きましたとか、議会に関しても特

別委員会を作ったとしてもあれですけれども、年に何回かやったというだけではとてもじ

ゃないけど私は穴田さんが作ったような計画には至らないと思います。だからできればあ

と 3年間、20年までは 3年間ですけれども、先ほど 29年度から準備にかかるという話でし

たけれども、あまりそういう今までみたいな、「あと 1年か 2年で俺人事でどっか違うとこ

行くしな」という話ではなくて、教育委員会からも、あるいは企画からも、あるいは建設

部からもそういう若手の有志を募って、志ある有志を募って、将来ある若い職員を募って

やってもらうようなそういうものをたたき台として作っていただければ議会としても色々

協力できるのではないかと思うのですが、その点をお聞きしたい。 

次の住み替え支援ですけれども、新しいチャレンジでまず良いことだと思います。ただ

色々な人の要望を聞いたり、色々なことをするのも必要だけれども、実は先ほどおためし
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移住のお話もありましたけれども、結局おためし移住して、まだ誰も移住してないという

話もあるけれども、今、私のところに届いているニーズとして、もし北広島の団地の中で

空き家があったら、夏の涼しい 6月くらいから 10月くらいの間に北海道に来て、そしてそ

の期間は北広島に住んで、そこから車で色々なところに行って色々な体験をしたいという

話があるんですね。だから元々おためしで北広島に住んでくださいというよりは、できれ

ば北広島の一番いい時期の初夏から秋にかけての時期に住んでもらいたいという政策もあ

っていいのではないかと思います。別荘みたいな考えですよね。ただ僕たちにとってみれ

ば団地の中が別荘とは思わないけれども、東京とか大阪の人にしてみればこんなに緑に囲

まれていて別荘と同じなんです。そして車で来て、車を使って帯広に行ったりとか色々行

ったりするわけだから。そういう部分を考えることが住み替え支援とかそういったものの

中にもあっていいのではないかと。要するに住み替え支援の空き家を活用する部分でそう

いう考えがあってもいいのではないかと思うのですが、それを一応どうお考えになるのか。 

 

橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 住み替え支援事業の関係でお答えします。住み替え支援事業を進めるにあたって、今の

議論の中では、例えば市外からおためし移住、期間限定のそういった移住の中での空き家

の活用というところの議論は今はまだなされておりませんけれども、今、野村委員がおっ

しゃったように、おためし移住においても、特にこの北海道の一番いい時期には本市のお

ためし移住の応募も沢山いただいておりますので、そういったニーズは非常に高いのかな

とは考えています。住み替え支援における空き家の活用という観点からこういったものが

取り組めるかどうかというところで考えますと、やはり空き家は所有者が、個人でお持ち

ということもあり、そういった所有関係や課題がありますので、課題を色々整理した上で、

その先に空き家の活用が可能ということであれば、住み替えの中でどうすることができる

のかという点を考えていく必要があると考えています。 

 

橋本委員長 

 川村企画財政部次長。 

 

川村企画財政部次長 

 総合計画、これから策定のやり方という中では、今お話がありましたように 1970 年、第

1 次ができた時の「自然と創造の調和した豊かな都市」というこのテーマは今 50 年経って

も不変として語り継がれているところでして、これからの総合計画を作るときにやはり未

来を語る、いわゆる将来のまちを担う若手の意見も当然大事ですが、やはりこれまでの過
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去と歴史をしっかり検証して、それを次どうやって将来に託すかというとこの 2 つの意見

が絡み合って 1 つの成果を作り、次の未来を考えていくのが非常に大事かなと思っていま

す。そういったことからも今言ったように従来の手法に加えてどういったことができるの

かも踏まえて、色々な意見を参考に進めていきたいと考えています。 

 

橋本委員長 

 野村委員。 

 

野村委員 

 実は総合計画に関して非常に残念だったのが、団地だったら団地で、あるいは他のとこ

ろは住宅、政策的には拡大しないでそれでよしと、どうせ人口が減るのだから今空いてい

るところに埋めればいいわという消極的な部分もあって、でも本当にそれでわかったのか

なというのは今でも思っているんですよね。だから時間をかけてでも歩いて、駅に行ける

ようなところでまだ農地として遊んでいるようなところがたくさんあるわけだから、そう

いうところも本来はやるべきではなかったのかというような、これは今言ってもしょうが

ないんですよね。だけどこれからに向けてはそういったことをもっともっとがっちりやっ

てもらいたいと。人口が減るから消極的になるのではなくて、一応そういう積極的に開発

もしても同時進行ということもあり得るということを言っておきたいことと、あともう 1

つの住み替え支援の部分に関して言えば、問題は金なんですよね。結局、今のお年寄りが

住んでいて、そして便利なところ、駅前とかそういうところのマンションでも集合住宅で

も入って、でもそのときに年金だけではなかなかそういうことができないという。そした

ら仮に今言ったように、期間限定で向こうから来る人はお金があるのだから、月に 5 万円

でも 10 万円でもくれたら、結局 5 カ月なら 50 万円とかお金になるじゃないですか。それ

を元手として、年金も元手にすれば、駅前の便利なところに住めると。そういう中で非常

に弾力的に、お年寄りにとってもいい、他の人にとってもいい、あるいは若い人たちにと

ってもいい、活性化できるわけだから。そういう意味で考えてもらいたいということです。

一応そういう要望になりますけれども、ぜひともそういう意味で弾力的に考えて進めてい

ただきたいと思います。 

 

橋本委員長 

 坂本委員。 

 

坂本委員 

 バスのことで１つ。バス路線維持の予算のですけれど、まず昨年度 740 万円だったのが

今年度 630 万円に減額となりました。まずこの理由を 1つお聞きしたい。ページ数は 77ペ

ージ記載なんですけれど、79 ページにも載っています、負担金補助及び交付金のことでご
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ざいます。それと今後地域活性化、その公共交通の委員会を立ち上げたのですが、今年度

の目標、計画などで、伝えることができる範囲でお聞きしたい。先ほどからも色々ありま

すけれども、年間の活動の回数、会議なんかの回数、先ほど言ったように 1年間に 3回、4

回やっても内容はやはり良いものができないのではないかという、やはり数回多くやるこ

とによってたくさんの意見を出しながらやっていくと思うのです。例えば 3 月までにはこ

ういうテーマで会議をする、6月にはこういうテーマで会議をするという、1年間のある程

度のスケジュールはもう決まっているのかどうかをまずお聞きしたい。そしてバスチケッ

トのことでもちょっと、1年間経って色々な人から様々な意見が出ている中で、やはり高齢

者に対してとバス路線維持という部分のラインをもう少し明確にした方がいいのかなとい

う部分がありまして、例えばバスチケット 2 千円分の補助金を団地地区の高齢者に配布し

ている、でも目的はバス路線維持のためで、小学校や中学校でモビリティ・マネジメント

の授業もやっている。きっかけ作りとしてやっているのは、今 65歳以上、70 歳以上の人だ

けに例えばそういう配布をして、小さい若い年代にはそういうチケットがない、その人た

ちはこれからこの団地地区を盛り上げていく人たちであって、本当にきっかけという言葉

でこのバス路線維持を対策としてやるのであれば、もっと若い年代の方々にも配布があっ

てもいいのではないか。本当にこれから団地の中を活性化していくのは、年代的にはやは

り 30 代、40 代、50 代で、今の働き盛りの人たちだと思うのです。ちょっと頭の中で整理

がつかないのは、高齢者の免許返納もそうなのですが、やはりこれもバス路線維持確保の

ためで、本当は高齢者の免許返納は高齢者のためにやらなければいけないことというか、

もう事故を起こして欲しくないからその家族の人たちも免許を返すわけであって、返納自

体は例えばバス路線のないところの高齢者の人たちは、「もう俺要らねえから返すよ」って

なったけれども、その人たちはバスチケットが手に入らないわけですよね。だったらこの

バス路線維持確保と別に考えて、高齢者支援のほうで考えて、例えば買い物回数券をあげ

るとか何か違うことを考えないと、この団地地区バス路線維持という言葉で片付けてしま

うと本当に限定した人だけになってしまって、市民のための施策としては小さいのかなと。

ここの中でやっている分には良い対策だ、バス路線維持確保のためには良い、でも市民に

してみれば今この団地地区だけでも 1万 7、8千人いて、でもそこに 800 万円の投資をして

維持していきますよと。でもこれが 2 千人しか住んでいないところに 800 万円、果たして

本当に出してバス路線維持するのかなとなったら、そうではないと思うのです。今この団

地には逆に言えば 1万 7、8千人の市民がいるわけで、その人たちに配布することによって

800 万円よりもっと大きい利益を上げられると思います。きっかけという言葉でよく答弁を

もらうのですが、きっかけを与えるならモビリティ・マネジメントをやっている子どもた

ちにも糸口というか手掛かりになるようなものを市としては今後作っていかなければなら

ないのではないかという、新しい取り組みも考えてほしいなと。ですから、その免許返納

に対してもきっかけ作りとなる配布にしても、高齢者と市民とバス路線と 3 つに分けて、

活性化委員会でも話し合ってほしいなと思います。お金のほうはお聞きしたいです。 
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橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 生活バス路線利用促進事業ということで、予算上、運転免許返納者あるいは高齢者バス

利用助成について本年度より予算が下がっているところですが、こちらは本年度の実績を

加味して、全ての方が全てのチケットを今使われている状況ではありませんので、そうい

った実績を踏まえて予算を出した形になっています。協議会のスケジュールですが、2月に

1 回目の協議会を行い正式に立ち上げを行いました。今後については、平成 29 年度 1 年間

をかけ、公共交通網形成計画を策定するわけですけれども、策定にあたっては協議会が 25

名という大所帯ということもあり、人数を絞った専門部会を設け、基本的には専門部会を

中心に議論を深めていきたいと考えています。専門部会については 1 回目の会議で、ある

程度委員の方からご承認をいただいていますので、2つぐらいの部会を設け、4月からそこ

の議論は進めていきたいと考えています。会議の数は進捗によって変わることも十分ある

と思っておりますが、全体会議は 3 回から 4 回程度、そして専門部会はより濃密な議論が

必要となりますので 5 回あるいは 6 回、場合によってはそれを超える数の会議も十分出て

くると考えています。 

 

橋本委員長 

 川村企画財政部次長。 

 

川村企画財政部次長 

 今後のバスの関係のお話でしたけれども、これは平成 28年度に新たな事業として、これ

まで色々とご議論いただいた中で、今年度初めて免許返納とバスチケットをやっていまし

た。今お話したとおり、1年間動いている中で、使い勝手の面、それから実際にそこでお住

まいになっている方たちの色々な利用の方法の意見もいただいている中で、行政側として

は即効性がどこまでいくかもありますけれども、いろいろな手法を通して、子どもから高

齢者まで今行っている最中です。今言った買い物の関係それから外出の関係、高齢者施策

との関係、やはりここはずっと過去から議論されているとこであり、どういう即効性をも

って形を出していくかというのは今後の協議会中でも活発な議論をしていきますし、何ら

かの形でお見せできるようなことが望ましいのかなと思っています。引き続き協議してま

いります。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。稲田委員。 
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稲田委員 

 先日の議会で新庁舎の喫煙所に質問しまして、来庁者のために喫煙所を造るという回答

をいただきました。それでお伺いいたします。今ある喫煙所は本当に建物があるというだ

けのもので、それで質問します。57 ページ、新市庁舎建設事業で附属資料の 53ページです。

それで造るということですけれども、実際に今ある目にするものはわかっているのですが、

これから新たに造るもののイメージが全くわかりません。それで予算はどれくらいかかる

のか、庁舎からどれくらい離れているのか、あるいは換気の問題など全くイメージがわき

ませんので、質問いたします。 

 

橋本委員長 

 及川防災・庁舎建設課長。 

 

及川防災・庁舎建設課長 

 新庁舎における喫煙所の設置、また、設備に要する費用のご質問ですが、市庁舎を管理

します総務部総務課とも現在協議中でありますことから、具体的な設置位置、建設費用等

についてはまだ検討中で 

す。 

 

橋本委員長 

 稲田委員。 

 

稲田委員 

 今 3月ですけれども検討中ということで、大体いつ頃をめどに決まる予定ですか。 

 

橋本委員長 

 及川防災・庁舎建設課長。 

 

及川防災・庁舎建設課長 

 開庁時期には間に合わせるという考えでいますので、3月中には一定の方向性を決めたい

と考えています。 

 

橋本委員長 

 小田島委員。 

 

小田島委員 

 3 点ほど質問させていただきます。まず 57 ページの施設管理経費の関係でございますけ
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れども、この中で委託料が 7,050 万円ほど計上されておりまして、新庁舎建設事業とは別

に上の方の話でございますけれども、その中でその他委託が 1,790 万円ほど計上されてご

ざいます。額的にもかなり大きな額をその他委託で括られておりますけれども、具体的に

どういった事業、何件くらいその委託の事業として予定をされているのか、お聞きしたい

のが 1点目でございます。 

2 点目でございますけれども、63 ページ、先ほど大迫委員からも防災資機材整備事業の

ことで出てきておりまして、おおよそ先ほど回答いただいたのですが、まず今年度の整備

は何カ所に何を整備するかは食料品の更新というだけで、全てがそこになるのかどうかと

いうことと、それから福祉避難所ですけれども、12 カ所、1 施設 150 万円上限で要望によ

り整備をしていくという回答があったと思うのですが、この福祉避難所の関係は協定を結

んで、その内容は逐次進めていくということでしたが、この 12カ所は全て協議が整ってい

るのかどうかということと、要望よりも福祉避難所としてあるべき最低のラインというの

はこちらからお示ししながら、それで過不足があるのかないのかという詰め方が本来の詰

め方だと思いますけれども、そこら辺の考え方をお聞きしたいと思います。 

それから 71 ページ、（仮称）東京きたひろしま会設立事業ですね。北広島の応援団、首

都圏で応援団で北広島を盛り立てていただこうというのは十分理解できますし、ぜひ一生

懸命やって欲しいというのが大前提でございますけれども、今年度からの事業になってい

ますけれども、今年度の進捗と来年度の目標といいますか、市長の予算案の概要説明でも

触れられておりますけれども、対象人数がどのぐらいいらっしゃるのとか、どんなネット

ワークで広げていくのかとか、世話人をどうするのかとか、いつぐらいを設立のめどとし

て事務を進めていくのかがわかりえておりませんので、その辺をご説明いただければと思

います。以上でございます。よろしくお願いします。 

 

橋本委員長 

 高橋総務課長。 

 

高橋総務課長 

 施設管理費における、その他委託の内容ですが、大きく分けて 2つあります。1つは新庁

舎の建設に伴い庁舎敷地内にあった樹木を総合体育館の横に移植しています。そちらの管

理業務委託というのが 1 つです。それから、もう 1 つが金額の大きいほうですけれども、

1,700 万円ほどになりますが、市内の公共施設で発生しましたＰＣＢ、ポリ塩化ビフェニル

廃棄物の処理を 28年度で一部行っています。その残りが来年ありますので、全部でドラム

缶 5 缶ほど保管していますが、そのうち残りの 2 缶分の処理を室蘭の専用施設で処理する

ということで、その処理に係る委託料と運搬経費となっています。 
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橋本委員長 

 及川防災・庁舎建設課長。 

 

及川防災・庁舎建設課長 

 1 点目が防災資機材の更新ということでしたが、更新の中心となっていますのは、消費期

限が設定されています食料品については更新という形です。あとの資機材については、期

限が基本的には設けられていませんので、新たに追加購入して充実させていくということ

です。もう 1 点、福祉避難所の資機材整備ですが、既に全国的には福祉避難所に整備を行

っているという自治体があります。そういうところで、このようなものを福祉避難所では

整備されているということも示しています。また、福祉避難所を運営していただくにはこ

ういうものがあったほうがいいのではないだろうかということでそういうものも示して、1

対 1 でお話をする中で、やはり自分の施設はこれが不足しているのでこの部分を強化した

いというお話をいただいて、市もそれを了承して整備を行っている状況です。 

 

橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 仮称東京きたひろしま会設立事業ですけれども、まず平成 28 年度はこの会にご賛同いた

だける方を広く募集して、その中から東京圏にお住まいになっている方を中心に発起人会、

まずその前段の設立準備会ということで東京で開催をして、東京きたひろしま会設立の趣

旨ですとかそういったものについてご了解をいただいたところです。平成 29 年度は東京き

たひろしま会の発起人会、そして設立総会ということで、今、予定しており、その時期に

ついては秋頃を予定しているところです。現在、この会に賛同いただける方が約 30名とい

うことで、今後も引き続きその拡大を図っていきたいということもありますし、東京圏に

お住まいの方 30 名の方からのネットワークも十分活用させていただきながら、その取り組

みを広げていきたいと考えています。この会員数ですけれども、市の総合戦略にこちらの

事業は掲げていまして、その中で 100 名ということで数値目標を設定していますが、例え

ば札幌市では今 250 名、江別市で 80 名などそういった会員規模になっていますので、なか

なかそこまで拡大できるかという難しいところがありますけれども、私たちもできる範囲

で色々なネットワークを活用しながら取り組みを進めていきたいと考えています。 

 

橋本委員長 

 小田島委員。 
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小田島委員 

 ご答弁ありがとうございました。それで施設管理費の関係は、今、その他事業の中身い

ただきましたけれども、やはり重要なもの、例えばＰＣＢの処理とかそういったものは、

その他委託というよりも PCB 処理委託ということで明確に記された方が私としては理解し

やすいと思いますので、次年度以降はそういう面でもご配慮いただければと思います。そ

れで福祉避難所の関係も含めての資機材は、先ほどこのようなご答弁をいただければ私は

質問しなかったかもしれませんけれども、次、要望ではなくて、こちらで示しながら、協

議をしながらというところが原点だと思いますから、ぜひしっかりとやっていただくのと、

それからいっぺんにはできませんので、整備計画みたいなのも単年度、あと 2 年度しかな

いですけれどもきちんと示していただいて、今年度はここ、今年度はこことわかるような

形で整理をされて、そして整備された方がよろしいのかなと思っております。 

それから東京きたひろしま会、大変ご苦労だと思いますけれども、ぜひネットワークも

色々な形でＳＮＳなどを使いながら、ぜひ多くの皆さんを募っていただいて賛同いただく

中でやられることがやはり必要だと思いますので、私自身も色々とお手伝いできることが

あれば積極的にかかわってまいりたいと思います。ご答弁ありがとうございました。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。川崎委員。 

 

川崎委員 

 それでは私のほうから 1 点か 2 点、お願いいたします。まず先ほどのバス路線の件です

から、77 ページですか。今年度拡大されて 800 万円になったということであります。今ま

での説明では団地の減便に対する対策としてこの事業が始まったように思っております。

今年度のこの説明、附属資料によりますと市内の採算路線のバスに対する補助ということ

であります。これは今までの団地路線以外にこういったことを振り向けてその 800 万円と

いう数字に上がったのか、それとも元々の計画であった、当時 200 万円だったかな、400 万

だったかな、その減便に対する策として立ち上げたものであったと思うのですが、それが

団地路線の分だけで 800 万円になっているのか、その辺を確認したいと思います。単純に

見ますと、800 万円というと 400 日として 2万円、その 1割だから 1日 2万 2千円くらいの

補助金額がその 1 路線に掛かっていることになるのかどうかについても確かめたいと思っ

ております。というのは、1つはこの不採算路線のためにやるのであれば、他の路線が不採

算になった場合にこれを適用するのかということと、それからそういうことであれば今バ

スの便の少ないところに対しては補助をしてでも路線を新しくすることができるのかとい

う議論になってくると思います。いつの事業だったのか、それが拡大されたのか、そこに

ついて説明をしていただきたいと思います。 

それから先ほど何人か一般質問の中でも出てまいりましたけれども、子ども夢チャレン
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ジですか、先ほど島崎委員からもありました。私も風の便りでしか知りませんけれども、

先ほど島崎委員からも 69名申請があった中で 3名が選ばれたということがわかりましたけ

れども、大変良いことだというのは新聞からも見られますし、皆さんの評価も聞いていて

そうなのですが、なぜ 3 人なのかという部分についてはやはりきちんとマニュアルを作っ

て、その公平性が保たれるようにしなければならないのではないだろうか。1年ぽっきりの

事業であればそれはそれで良かっただろうけれども、これから拡大して継続していくこと

になれば、その算定基準なりそういったことで将来その不平不満、それからそういったこ

とがないように行政としてはしていくべきだろうと思いますので、その辺について確認し

たいと思います。 

 

橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長        

 生活バス路線確保対策事業ということで、現在、市内完結路線、北広島団地線の維持確

保を図るために補助金を交付していますが、こちらについては制度開始以来、その考え方

に変わっているところはありません。引き続き、市内完結路線の路線維持のための補助金

という形で取り組みを進めていきたいと考えています。なお、団地線以外の路線について

は、都市間を結ぶ路線ということになっており、そちらについては国あるいは道から補助

の仕組みがある形になっています。 

 

橋本委員長 

 川村企画財政部次長。 

 

川村企画財政部次長 

 子ども夢チャレンジの今後を含めての話になりますけれども、今回 69 件いただいた中で

は内容にもやはり色々温度差があって、今回の夢チャレンジについては、やはりその子が

本気でその夢を実現させるために自分で何をして、例えばどういう人を頼って、どのくら

いの金額が掛かって、どういうことをしたいんだというところまで自分で調べて、それを

提案させるというところを狙いに今回やりました。50 万円の 3 件ということになりました

が、庁内においても広くみんなの意見をすくうために広く薄くやる方法もどうだとなった

のですが、現実、例えばこの 69 件の夢を全て叶えるような、なかなか行政側の体制も含め

て非常に厳しいという状況もあり、今回は審査基準を設けて、公平性を保ちながら 3 件と

いうことで審査をさせていただきました。この 69件の応募につきましても名前等は伏せま

すが、各学校にこういった夢の応募があったんだよということは今 3 月に各学校に配布し

て、子どもたちにも見ていただこうという取り組みを考えています。件数についてもご議
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論いただくのは非常にわかるのですが、今回の取り組みを通してもなかなか現状としてこ

の 3件の対応というのが今取り得る精一杯の件数ではないのかなと考えています。 

 

橋本委員長 

 川崎委員。 

 

川崎委員 

 バス路線についてはわかりましたけれども、当初の金額に比べて相当な金額になってき

ているということになると、当初、路線を廃止しようとした時の利用者数と今の利用者数

が当時の算定から相当に少なくなったと。たしかに燃料費の問題や人件費の問題はあるだ

ろうけれども、それ以外に算定がどんどんどんどん上がっていくのであれば、これはどう

いう算定をしているのかが疑問になってくる。その辺の算定基準を今後きちんと示してい

ただきたいなと思います。 

それから同じようなことですけれども、子どものことについても、1回目でしたらそうい

う形でこれだけの選んでいますよということであっても、やはり今後は同じようなレベル

の同じような評価の人が何人か出てくると思う。そのときにやはり公平性を保つためには

こういう基準ですよという部分をきちんと明確にした上で、公表した上で進めていただき

たい。良いことはやっていただきたい。以上です。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。板垣委員。 

 

板垣委員 

 それでは私から何点かお伺いいたしますが、57 ページの新庁舎建設事業からお伺いいた

しますけれども、建設事業費ですね。平成 29 年度で大体完了かと思いますけれども、総事

業費がいくらだったのか、予算との、計画との関係でどうなったのかお伺いいたします。

それから新庁舎につきましては、色々なものについて、性能保証だとか、建物についても

一般建築物でいえば 10年間の保証とか色々あると思うのですが、そういう保証がどういう

形で契約されているのかお伺いします。それから施設管理の経費でございますけれども、

委託料は 7,049 万 2 千円ということですが、この施設維持管理は清掃委託が 2,880 万 8 千

円、警備委託 1,181 万 2 千円、保守・点検 489 万 3 千円、これらについてどういう根拠で

このような形になったのか、お伺いいたします。 

それから 61 ページの防災経費関係でお伺いいたしますけれども、まず防災備蓄品につき

ましては議会で度々議論にもなっていたかと思いますけれども、現在の備蓄場所がやはり 5

カ所か 6 カ所なのでしょうか、これを各収容避難所に広げるようにと市民の方からも強く

要望が出されていたと思いますけれども、そういうことがどうなっているのかお伺いいた
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します。それから避難所運営マニュアル、避難所の運営についてはどうも市役所側の防災

担当の方の考え方と地域の考え方がかなり違うのではないかなと思うのですが、その点を

まずお伺いいたします。 

 

橋本委員長 

 高橋総務課長。 

 

高橋総務課長 

 順番が変わりますが、施設管理費における委託の関係について答弁いたします。新庁舎

での維持管理に係る各種委託については、施設管理費の中では、これまでは清掃業務、警

備業務でしたけれども、新庁舎では新たに庁舎の設備保全業務やエレベーターですとか、

それから自動ドアの保守点検業務等が加えられる形となっています。委託にあたり国土交

通省監修の建築保全業務共通仕様書を基本としつつ、そこにない部分については業者の見

積もり等により新庁舎分の積算をしています。なお、新庁舎の引き渡しが 4月末ですので、

現庁舎での清掃や警備業務については、前回、昨年の長期継続契約の中で 29 年 4 月まで契

約期間を結んでいますので、新庁舎の部分については 29 年 5 月から 3月までの予算額を計

上しているところです。庁舎清掃委託については、ご存じのとおり、庁舎面積が大きく増

えますので額も増えていますし、警備については今回の庁舎建設に伴い警備手法が変わる

のもひとつありますが、ハード面でもセキュリティ対策を万全にするということで、これ

まで閉庁時間、いわゆる役所がやっていない時間だけの警備と土日を含めての警備だった

ものを 24時間化することで考えていますので、金額等も増えている状況です。 

 

橋本委員長 

 及川防災・庁舎建設課長。 

 

及川防災・庁舎建設課長 

新庁舎建設事業と防災事業について 2 点お答えします。まず、新庁舎建設事業ですが、

平成 27 年から平成 30 年度までの継続費として 57億 9,401 万 3 千円ということで、議会に

おいて議決をいただいているところです。しかしながら、平成 27 年以前の平成 26 年度な

どにも設計費ですとかそういうものの事業費が掛かっています。概ね 60 億円ということで

説明を以前からしており、27年度以降については 27、28、29、30 年の 4カ年で 57 億 9,401

万 3 千円という継続費の中で全事業を終了したいと考えているところです。そして、性能

保証というご質問でしたが、今回市役所の新庁舎に求めている性能、これをクリアしてほ

しいという性能については、防衛省の防音補助をいただいている関係もあり、建物として

30db 音を減衰する建物であることを条件として示しています。こちらについては建設工事

引き渡し前に 30db が減になることを性能試験で確認を行い、その後引渡しされる形となり
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ます。また、各機器などについてはその保証年というものもありますが、建物全体として

の保証年という考え方はないところです。 

防災についてですが、備蓄品については指定避難所が、今現在 33 カ所あるのですが、指

定避難所に全て備蓄してはという趣旨かと思われますが、今年度について総合体育館と西

部出張所、そして西の里会館、こちらの敷地内に新たに防災倉庫を造る計画をしており、

平成 28 年度中に設置します。現実的には防災センターや大曲が多い備蓄となっていますけ

れども、素早く避難所に運べるようにということで、備蓄品については分散配置に努めて

いるところです。そして、避難所の運営の仕方について考え方が違うのではないかという

ことですが、先ほど答弁しましたとおり、避難所運営は町内会や自主防災組織に運営をお

願いしたいという考えを市は持っていないということであり、市としては、町内会や自主

防災組織の方に避難所の運営までをお願いするのは少し酷なのではないかと考えています。

中心となって活動していただきたいのは、在宅で避難されている方たちもたくさんいらっ

しゃると思いますので、そういう方の細かい情報ですとかそういうものを集めていただい

て、すぐに対応することは難しいですけれども、市に情報をいただいて、私どもが今度そ

ういう在宅避難をされている方の必要なものですとかそういう情報をいただければ、数日

後とは思いますけれどもそれをお届けするとかそういうことにはご協力いただけるのでは

ないかと思っています。町内会などの役員になられた方が必ず避難所に行って避難所を運

営していただくというのは、やはりその方々にも生活がありますので、市からそれをお願

いし、やっていただけますと非常にありがたい部分ではありますが、市のスタンスとして

は、避難されてきた一般の住民の方が中心になって運営していただきたいところです。 

 

橋本委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 それでは答弁いただきました施設管理の方からお伺いいたしますけれども、それでは清

掃委託等については今までとどう違うのでしょうか、面積がどのように変わるのかお伺い

いたします。 

それから新庁舎建設事業ですけれども、たしかに当初予算は 57億 9,400 万円でしたけれ

ども、先ほども申し上げたのですが、平成 27年 8月時点ではこれが変更になっていまして、

平成 30 年度の予算を含めて 55 億 7,400 万円という見込み額になっていますよね。これが

実際には平成 26 年度の 8,588 万円という事業費も入れますと、58 億 6,500 万円という形に

なってきているわけですけれども、27 年 8 月時点での見込み額と違うのはなぜなのか、お

伺いいたします。 

それから防災関係ですけれども、ぜひ、収容避難所、すぐにとはいかないと思いますけ

れども、計画をもってできるだけ多くの収容避難所に防災備蓄をしていただきたいと思い
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ますが、その備蓄については先ほどもご答弁で防寒対策、寒冷機能の対策が必要だという

ことでしたが、本当に私も痛感するのですが、ストーブが今どのくらい備蓄されているの

でしょうか。そのストーブも電気がない状態でのストーブだと思いますけれども、ポータ

ブル型のストーブで大きな体育館を採暖するのは非常に大変なことだと思います。ですか

ら、例えば緑陽中学校などにおいてもストーブはもう各教室に持っていくしかないと。体

育館の暖房については考えられないからという状況になっているのですが、特にそういっ

た暖房の件でどのようにお考えになっているのか、お伺いいたします。それから避難所運

営についてですけれども、ご答弁いただきましたけれども、まさにそのような形で我々の

第 4 住区でも今まで色々訓練などをやってきているのですが、自主防災組織あるいは第 4

住区の中での避難所の運営の仕方について色々検討していこうということで、少しその辺

のところが市の考え方と違うんですよね。実際の避難所運営の訓練においても今後ぜひお

願いしたいのですが、例えば緑陽中学校の避難所は市の担当の方がどなたかというのは大

体決まっていますよね。そういう担当者を中心にしてさあ避難しましょう、じゃあ避難所

に集まった人がどういう形で任務分担してやったらいいでしょうかというような訓練をぜ

ひお願いしたいですし、それに先立って、避難所運営はこういう形で市は考えていますよ

ということを各地域の、第 4 住区だけなのかもしれませんけれども、考え方が違うのはで

すね。各地域に赴いて、そういう市の運営方針等についても事前に丁寧な説明をしていた

だきたいと思うのですが、見解をお伺いします。 

 

橋本委員長 

 高橋総務課長。 

 

高橋総務課長 

 庁舎の清掃委託の関係ですが、現時点の中央会館が取り壊された後の清掃面積ですけれ

ども、延べ床面積で 4,970 平方メートルとなっています。新庁舎については、新しく建て

る床面積のうち、清掃する面積が 9,998 平方メートルと、それからプラス第 3 庁舎の活用

も考えていますので、第 3庁舎の清掃部分 1,397 平方メートルを加え、1万 1,395 平方メー

トル、小数点以下の端数はありますが、そういった面積となっています。 

 

橋本委員長 

 及川防災・庁舎建設課長。 

 

及川防災・庁舎建設課長 

 庁舎建設事業のほうからお答えします。継続費として議決いただいておりました 57 億

9,401 万 3千円については、今後についても、この金額の中で建設事業を完了したいと考え

ているところです。先ほど見込みという数字をお話いただいたのですが、私のほうにその
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数字がありませんので、その内容との差について、その理由はというご質問でしたが、こ

の場ではお答えしかねるところです。 

次に、防災資機材ですが、現在ポータブルストーブを 159 台備蓄しています。板垣委員

がおっしゃいましたとおり、ポータブルストーブで体育館等を一気に暖めることは非常に

難しいと考えています。小学校、中学校等の場所によっては教室等も活用しながら、でき

るだけ狭い空間である教室とかに複数台置いてとりあえずは暖を取っていただくと。そし

て協定締結先のリース会社等からジェットヒーター等が到着した後であれば体育館等も全

体に暖めることは可能かと考えますので、その後また移動するような方法が必要なのかな

と考えているところです。そして、避難所訓練に避難所の近隣に住んでいる職員も参加さ

せてはどうかというご質問だったかと思うのですが、今回、総合体育館で行った避難所訓

練についても、避難所班になっている、また共栄地区に在住している、今後何かあったと

きには総合体育館に自分が行かなければならない可能性が高い職員を、避難所班として充

てています。そして、施設の管理者と一緒にまずは施設内の点検をして、こういう設備が

ある、ここを点検しなければならないということも指示し、施設職員と一緒にその職員が

施設内を点検して安全を確認するという作業も行っているところです。したがって、今後

実施する避難所訓練についても、各避難所で行い、そこの近隣に住む職員等を優先的に充

てていきたいと考えているところです。最後、各指定避難所 33カ所に備蓄品を置いてはと

いう提案ですが、先ほどご答弁しましたとおり、今年度 28年は 3カ所防災倉庫を設ける予

定としています。西の里地区、西部地区、総合体育館です。それをさらに増やすことにな

ると、備蓄品の管理等の問題もあり、現時点では今回配置する防災倉庫等で対応したいと

考えているところです。それと、避難所の運営の仕方が町内会の皆様が普段考えられてい

るのと市の考え方に乖離があるのではないかというご指摘ですが、私ども市がどのように

避難所運営を考えているかということも市民の皆様に丁寧にお伝えしたいと考えています。 

 

橋本委員長 

 板垣委員。 

 

板垣委員 

 施設管理の中で清掃についてご答弁いただきましたけれども、中央会館を除いて 4,970

平方メートルが、今度は 9,988 平方メートルプラス 1,300 平方メートルくらいになるとい

うことでしたけれども、中央会館がまだ対象になっていた 2016 年とか 2015 年とかですね、

この時の清掃委託費をご存じでしょうか。2015 年の清掃委託が 836 万 3 千円だったんです

ね。ですからこれと今回を比べてみても、面積が倍になったとしても、実際の予算額が 2,800

万円ですからね、3倍以上にもなっているという、あまりにも乖離しすぎではないかなと思

いますけれどいかがですか。 
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橋本委員長 

 高橋総務課長。 

 

高橋総務課長 

 面積的には板垣委員がおっしゃるとおり、先ほど私がご答弁しましたとおり、中央会館

の解体前の 5,500 平方メートルが 1万 1,400 平方メートルぐらいということで、2倍強とい

う数字になっているかと思います。ただ清掃の内容となったときに、例えば今使っている

現庁舎の床材含めてとか窓の関係であるとか、そういった部分で清掃の仕方といいますか、

そういった細かい部分が新庁舎と現庁舎では中身が変わってくるということもありますの

で、今、具体的な入札に向けて細かいところの精査をしておりますが、そういったことも

ありまして、金額的には単純に面積比ということではなくて金額が増えていると考えてい

るところです。 

 

橋本委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 私からは 3点伺いたいと思います。73 ページ、ファーストマイホーム支援事業について、

あと 75 ページ、協働事業きたひろＴＶ推進事業、81 ページ、市民協働推進事業のところで

お伺いします。まずファーストマイホーム支援事業について、これは市内に初めて住宅を

自分で購入して定住する 50 歳未満、18歳以下の扶養親族が含まれる方を対象として行われ

ていますが、この周知方法について伺います。昨年暮れに新規入居した方に会う機会が、

町内会の説明会がありまして、若いご家庭だったのですが、この制度を申請されましたか

と聞きましたら知っていますと、知っていましたけれどももう年末ですし受付が終わった

かと思って諦めていたのでいいんですとおっしゃっていました。それで私もそこで初めて

聞きましたので、だめ元で一応問い合わせてみてくださいとお伝えしました。その後のこ

とは確認していないのですが、今回補正も提案もお聞きしましたので、助成に繋がってい

るといいなと思っているところなのですが、その周知方法で伺います。 

次に協働事業きたひろＴＶ推進事業のところでは委託料という項目があるのですが、こ

の委託料にきたひろＴＶで使っている撮影機材等の整備費は含まれているのか、また別の

ところで予算計上されているのかを伺います。 

次に市民協働推進事業について伺います。こちらは広域活動事業の補助金と協働事業と

いうことでそれぞれ助成があると、助成と補助があると思うのですが、事業の申請の応募

期限が 7 月頃と今なっているかと思います。以前は 4 月末か 5 月の初め頃だったと思うの

ですが、その期限が変わった経緯について伺います。併せて、次年度も 7 月末の時期なの

か伺います。 
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橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。  

 

橋本政策推進室企画課長 

 ファーストマイホーム支援事業についてですが、こちらの事業周知は事業開始当初は

色々な媒体を活用してＰＲしていました。現在はホームページで事業の周知をしており、

今の補正予算でも提案していますが、対象者の方にはご相談いただければと思っています。 

市民協働推進事業についてですが、募集期間は基本的には 4 月から 5 月という形ですけ

れども、昨年度、当初募集の際に申し込みがなかったということもあり、期間を延長して

行っていたところです。今年度についても 4 月早々から募集は開始したいと考えていると

ころです。 

 

橋本委員長 

 平澤政策推進室政策広報課長。 

 

平澤政策推進室政策広報課長 

 きたひろＴＶの撮影機材、カメラ、それから一部照明等については、24 年からこの活動

を開始しているわけですが、市で機材を買って貸与しているところです 

 

橋本委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

ファーストマイホーム支援事業のところですが、引き続き周知を必要とする人に今後も

届くように周知をお願いしたいと思います。こちら年度で報告を受ける際には、何件でい

くらと転入家庭や人数について報告を受けるのですが、この期限、年度における期限の目

途はあるのでしょうか。それともう 1 つ、転入した家庭へのその後の追跡を何か、市のこ

れからのまちづくりに関係するアンケート調査など、聞き取りをしているのか伺います。 

それから協働事業きたひろＴＶ推進事業についてですが、機材は貸与ということで再確

認させていただきました。今年度、元気フェスティバルや成人式で私はきたひろＴＶの活

動を拝見させてもらったのですが、それぞれのイベントのクライマックスなどで会場に参

加している皆さんの様子、笑顔だったり活動の様子がハイライト編集がすぐされていて、

それがフィナーレなどで上映されたのはすごく一体感があって良かったなと私は思ってい

ます。今後もこのきたひろＴＶ推進事業ですね、こういう市民が登場する場で一体感、や

はり大きく盛り上げるところに貢献していると思いますので、連携をとりながら進めてい

ただきたいと思います。ここでの答弁は要りません。 
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それから協働推進事業のところですが、申し込みがなく期限を延長したとのことで理解

いたしました。近年見ていましても申請の応募が殺到した状況はなかったという印象があ

ります。北広島市民会議、これまで開催されてきていますが、そういう場でまちづくりに

かかわるテーマを紹介するときに、このような助成や協働できる事業の手法を紹介した経

過はあったのか、なければしていただきたいと考えますが、見解を伺います。 

 

橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 ファーストマイホーム支援事業についてですが、この事業は平成 26年 4月 1 日以降に契

約の物件を対象としており、住定日、住民票を本市に移した日を基準に制度の運用を進め

ているところです。また、アンケートは、申請時に北広島に移住を決めた内容ですとか簡

単なアンケートを行っているところです。追跡調査ですが、要綱上 3 年間の定住というこ

とで定めていますので、その期間は毎年引き続きお住まいになっているかとかを確認して

いるところですが、やはり申請者の中には単身赴任などで住所を移されている方もおりま

す。そういった部分は例外的に制度に、要件に合う形で今進めているところす。 

次に、協働事業の部分ですが、ＰＲということだと思いますけれども、こちらはご承知

のとおり昨年は応募がなかったということもありまして、やはり色々な機会を捉えて市民

協働、まちづくりを進めるための 1 つの事業という形になっていますので、ＰＲ、周知啓

発を行っていく必要があると考えているところです。 

 

橋本委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 市民協働推進事業は理解いたしました。今後もよろしくお願いいたします。 

ファーストマイホーム支援事業のところで、追跡の調査等という質問の答えを伺いまし

た。居住状況を確認することは必要だと思うのですが、当市にマイホームを構えて住んで

みて、実際生活した感想としての調査、聞き取りという点で、北広島に住んでみて良かっ

たと感じたこととか、想定外に住んでみて意外と不便で残念だったこととか、こういうこ

とも聞き取ることで、他市よりどの程度イメージアップしているのか、イメージが下がっ

ている原因があるのかとか、施策を継続するにあたってとても参考になる意見を実際に聞

き取ることができる対象だと思うんですね。ですから今後の追跡という視点を今申し上げ

たように少し広げて聞き取っていただいて、これからに繋げていただきたいと、反映して

いただきたいと考えますが、見解を伺います。 
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橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 現在は支援した方への追跡のアンケートはとってはいませんが、鶴谷委員がおっしゃっ

たように、26 年度からスタートしていますので、2年、3年と本市にお住まいになって、色々

な印象をお持ちということは十分あろうかと思いますので、今後施策をより効果的に進め

ていくためにはそういった方々の状況も十分踏まえる、捉える必要があると思いますので、

どういったやり方がいいのか色々な観点から考えていきたいと思っています。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 

山本委員。 

 

山本委員 

 まず文書管理のことですが、55ページに文書費の文書管理経費があり、同じく 63ページ

に情報管理費として文書管理運営事業というものがそれぞれあるわけですけれども、1つは

この委託料を中心にこの事業の関係をお答えいただきたいというのが 1 点です。次は先ほ

ど文書管理のことで質疑があった中で、公文書に関しては、今、青葉浄水場とフレンドリ

ーセンターで保存しているものを第 3 庁舎に一部移行して、永年保存とそれ以外の期限の

ものを分けていくということですけれども、最終的にこの公文書の保存についてはどうい

う考えをお持ちなのかということで、多くの行政機関では保存期限が切れたものも含めて、

後々、市の歴史ですとか様々な参考にするためにきちんとそれを保存していく考えがある

と思うのですが、北広島市の場合はそういうものの資料、公文書の保存についての考え方

があるのかどうか。あるのであれば具体的にどういう形なのかを教えていただきたいとい

うのが 1点です。 

次に、63 ページの防災資機材の整備事業ですけれども、先ほどから防寒に関する機材に

ついては新しく整備し、食品に関しては賞味期限が切れたものから更新していくというこ

とですが、1つは防寒関係の機材ですね、機材の整備状況は全体的に何年かけて充足してい

く、その計画についてはほぼどれくらいの充足率になっているのかということが 1 つ。そ

れから食品については概ね何年くらいの賞味期限なのかわからないのですが、年々更新し

て廃棄されている防災備蓄食品はどれぐらい廃棄していく見込みなのかですね。これにつ

いては本当にそういう形で次から次へと廃棄していく形でやっていくのが今の時代に合っ

ているのかどうかも含めて、考え方を教えていただきたいと思います。 

それから 81ページの市民協働推進事業なのか市民参加推進事業なのかわかりませんけれ
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ども、市民参加の中で市民活動を推進するための仮称公益活動センターを整備するのは長

期計画の中で記載されているわけですけれども、長期計画の整備の中で公益活動センター

を整備していくのは、どういう形で今計画を見込んでいるかという考え方についてお知ら

せください。 

次に 83ページの賦課徴収経費ですけれども、賦課徴収の経費そのもののことではなくて、

今後税務課を中心に債権一元化を進めていくということで、いわゆる税だけでなく様々な

債権を回収していく考え方になっていくと思うのですが、その中で債権の回収方針はどの

ように考えられているのでしょうか。いわゆる徴収を効果的に進めていくことは一方であ

りながらも、市民に対して過度な徴収を行っていくのもいかがなものかなと思います。そ

ういう意味では全体としてきちんと債権を回収していくことと同時に、そういう市民の生

活をきちんと守っていく観点からきちんとした債権回収の考え方をこの際まとめていくべ

きではないかなと思うのですけれども、そこら辺のことについてお考えを聞かせていただ

きたいと思います。以上です。 

 

橋本委員長 

 高橋総務課長。 

 

高橋総務課長 

 冒頭の 55 ページの文書管理経費についてですけれども、総務課で所管しておりますが、

これは例規集のデータベースの関係ということで、いわゆる条例のそういったシステムの

委託の部分であるとか、法制の部分がほとんどなのですが、追録の定期刊行物、各種行政

通知やそういった部分の書籍などの購入経費ということで、総額で約 600 万円弱という形

になっています。 

 

橋本委員長 

 安田行政管理課長。 

 

安田行政管理課長 

 文書管理運営事業の委託費の部分ですが、まず 1 つは青葉浄水場に警備委託、夜間とい

うか侵入されたら連絡される、警備委託を入れていますので、その経費です。それと、そ

の他委託は先ほども言っておりますファイリングシステムの職員への研修とか現地指導を

来年度行う予定としていることで、このファイリングシステム分の委託料としています。 

 次に、公文書の保管の考え方ですが、現在本市では公文書の管理は、保管は 1 年、3 年、

5年、10年、そして 10年以上のものを永年という形で分けています。書類の重要度で分け

ていまして、実際、今後の歴史的な取り扱いというのはまだ明確に区分しているものがあ

りません。10 年以上を永年と呼んでいるだけで、ずっと保存するという意味ではないので
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すが、現実的には現在この永年はずっと保存している状態になります。今後、この辺の文

書の保管規定も見直しながら、今後検討していかなければならないと考えています。国で

も 30年までを保存期間として、その後は歴史的なものについてはそれぞれ図書館等に移し

て保管するとなっていますが、今後本市がそのような歴史的なものをどこで保管するのか、

また保管文書等も含めて、その辺も検討していかなければならないと思っています。その

辺も含めて、今後公文書の保管規定の改正を考えていきたいと考えています。 

 

橋本委員長 

 及川防災・庁舎建設課長。 

 

及川防災・庁舎建設課長 

 防災資機材の整備についてです。まず 1 点目が、防寒に関する防災資機材は充足してい

るのかどうかというご質問だったと思います。北海道におきます地震被害想定の見直しが

平成 28 年に行われ、北広島市でも備蓄品について、特に防寒品を中心に備蓄品の目標数量

を見直したところです。主なものとしては、今まで目標にありませんでした寝袋を 700 袋、

簡易用のアルミシートを 800、毛布を 6千枚から 8千枚に増やす。また、ボータブルストー

ブ 100 台を 168 台に増やすということで目標値を上げているところです。こちらの寝袋、

簡易用アルミシートについては、既に 28 年中に購入をして 100％充足しています。また、

毛布については平成 32 年度をもって 100％充足する計画としているところです。また、ポ

ータブルストーブについては来年度、29 年度中に全て充足させる計画としているところで

す。次に、備蓄用食品の消費期限が切れたものの取り扱いですが、現在でも消費期限が切

れる前の段階で出前講座やそういう場で、年間 30回ほど行っていますが、市民の方にこう

いうものを非常用食品として用意しているということで実際に試食をしていただいたり、

持ち帰って家庭で食べていただくなどしています。また、先月行った避難所運営訓練でも

消費期限が切れる前の食品を実食するなど、そういう体験をしていただく場を作っている

ところです。そういう取り組みによって、可能な限り食品ロスを減らしていきたいと考え

ているところです。 

 

橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 公益活動センターの整備については、平成 20年 5 月に策定した協働指針の中に盛り込ま

れている内容ですが、やはりＮＰＯ、公益活動団体の取り巻く環境がその当時と今とでは

変化してきているのかなと感じております。この公益活動センターについては、過去、公

益活動団体に行ったアンケートで、多くの団体はそれぞれが活動拠点を持って取り組み、
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現在進めているというような状況もありまして、新たな公益活動センターという箱が必要

になるのかどうか、あるいは既存の施設を活用した中で必要とされる取り組みを進めるこ

とができるのかとか、そういった観点から検討していく必要があるということで、今考え

ているところです。 

 

橋本委員長 

 米川税務課長。 

 

米川税務課長 

 債権一元管理に関してのご質問にお答えします。来年度から始めます債権一元管理に関

しては、保育料、介護保険料、後期高齢医療保険料、この 3 つの滞納繰り越し分を債券一

元の対象債権として私どものほうで徴収いたします。これに関しては、実際に納期内に納

めていただいている市民の皆様との公平、公正性と、債権ごとに担当部署が異なるため、

横断的な観点に立ってやるということで考えています。例えば滞納のある方に税務課から

問い合わせの電話をさせていただき、他の担当部署からまた同じような問い合わせがあっ

たときに、窓口は 1 カ所の方がいいだろうということで債権一元管理をやらせていただく

部分と、回収に関しては、基本的に私どもがアクションを取ったが故に滞納されている市

民の方の生活を困窮におとしめるようなことがあってはならないというところだけは十分

に注意をしながら回収していくと考えています。 

 

橋本委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 まず文書管理ですけれども、歴史的な文書を保存年限が長いかどうかにかかわらず、そ

の価値をどこに置くのかという辺りも含めて、専門家の意見も聞きながらきちんと検討し

て、そういうものをきちんと残していただきたいと思います。特に今、新庁舎の移行に伴

って文書を大幅に整理していこうという形になってきている中で、本当に必要な文書が後

になってから無くなってしまっているということでは困りますので、ぜひそこら辺のとこ

ろの検討をきちんとやっていただきたいと思います。それに関してですけれども、保存文

書等の保管場所の問題を言われましたけれども、市の図書館あたりがそこの受け皿にもな

ろうかと思うのですけれども、図書館の行政資料コーナーですね、非常に貧弱な状況があ

るんですよね。ですからこれは教育委員会の所管かもしれないですけれども、ぜひ、公文

書の保管、それから市民に対する公文書の閲覧、公開というのもきちんとその関係のとこ

ろと議論してやってきていただきたいと思いますけれども、その点についてのお考えをお

聞かせ願いたいと思います。 
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橋本委員長 

 安田行政管理課長。 

 

安田行政管理課長 

 まず 1 点目、歴史的な公文書の保管ということで、たしかに山本委員が言われますよう

に、この辺は学芸員とかそういう方の力を借りながら、その辺の区分はしていかなければ

ならないと思っています。そして、行政資料コーナーの貧弱さということですが、現在行

政管理課の前に一応置いてあるのですが、なかなか市民の目に付かないような形になって

います。新庁舎は市民資料コーナーを一応設ける予定としており、その辺の資料公開等を

持っていくと思っています。また、市の図書館との連携ですが、今後この辺については図

書館とも協議しながら進めていきたいと考えています。 

 

橋本委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 防災備蓄の観点で食品に関しては無駄なく使われているということで安心しましたけれ

ども、備蓄の資機材については件数を増やしている状況ですが、本当にこれから長期的に

寝袋 700 とかですね、そこら辺の個数が、実際に住民としてみれば 5 万 9 千人までいるわ

けですから、そこら辺のところをどうしていくのかは長期的に考えていただきたいなと思

っております。それについて今後の資機材の計画についてどうお考えかお伺いします。 

 

橋本委員長 

 及川防災・庁舎建設課長。 

 

及川防災・庁舎建設課長 

 災害備蓄の関係ですが、午前中に答弁をした部分と重なるのですが、現在、民間事業者

との協定等も結んでいます。その相手先としては大手のホームセンターさん、またドラッ

グストアさんとかも多く含まれているところです。そういう事業者が保存されているよう

なものについては災害発生時にお届けいただく、在庫数が少なくて製造に日数がかかるよ

うなものは市で備蓄に努めるという棲み分けをしたいと考えています。 

 

橋本委員長 

 藤田委員。 
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藤田委員 

 4 点ほど簡潔にお聞きしたいと思います。まず 55 ページ、新庁舎開庁式等開催事業。5

月 7 日に開庁式が予定されておりますが、その翌日から多目的室の利用はスタートするの

かどうか。それからもう 1 点、地区別の内覧会の実施と説明がありました。どのような形

でその地域にご案内し、来た方に対してどうご案内するのか、わかる範囲でご説明願いま

す。 

2 点目、65 ページ契約管理経費。近年全国の自治体の入札において、地場に拠点を置く

地元業者の育成を兼ねて、地元に貢献している活動や協定などを結んでいる企業を入札時

に加点するなどのインセンティブを与えている入札、そういうものが全国的に市町村で増

えてきております。本市は現在確認したところ行っておりませんが、現在、市と災害協定

を結んでいる団体、企業が増えている中、入札時のインセンティブを考える入札方法を検

討する時期に私は来ているのではないかと思いますが、現在の担当課の見解をお伺いしま

す。 

75 ページ、広報紙。皆さんも市のホームページを見たかと思うのですが、3 月 1 日より

北広島市で走り出したくなる動画というものが 4 本アップされております。このホームペ

ージにアップした狙いは何なのか、お聞きいたします。 

最後、75 ページの広報紙発行事業。先日ある新聞で北海道広報コンクールの広報部門、

市の部で石狩管内では江別市が 3 年連続で特選に輝いたという記事が出ておりました。こ

の広報紙の内容に関しては我が市の広報紙も非常に一生懸命取材をし、必要な情報はきち

んとお届けしているのではないかと思うのですが、おそらく江別市と違うのはレイアウト

の美しさ、それから市民が興味を持つような写真、こういったものが 1 つ秀でているので

はないかとその新聞記事から読み取れました。市としても今後高齢者が増えることから、

広報紙の見やすさ含めて改良の余地はあるのでないかと思うのですが、担当課としてどの

ような考えを持っているのかお聞きします。 

 

橋本委員長 

 高橋総務課長。 

 

高橋総務課長 

 順番が逆になってしまいますが、まず市民向けの見学会ということですが、新庁舎の見

学会は、まず開庁式と同じ日、5月 7日の午後に内覧が可能なフロアを自由に見学していた

だくことを考えています。中身的には各フロアに説明員を配置し、新庁舎の機能的なもの

を説明する映像を作ろうと思っていますので、それを上映して見ていただくほか、開庁式

にも準備をしようと思っています。5階展望フロアの軽食喫茶コーナーも利用していただけ

るよう出店者と協議をしているところです。当日見学ができない方については新庁舎の開

庁後、町内会などの団体を想定していますが、事前に申し込みをいただき、説明員 1 名に
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なるかと思うのですが、配置して、庁舎案内を 5 月 10 日前後から考えています。6 月末く

らいまでの開庁時間で予定をしています。開庁後は引っ越しが終了し業務を開始している

フロアは自由に見学ができますので、団体以外の方でお近くの方も含め、引っ越しが終わ

っているところは自由に見ることができると思います。引っ越しが終わっていない部署の

部分は現庁舎で業務を行っていますので、手続きで来られる市民の方に影響がないように

対応したいと思っています。 

 それから、中央会館機能の多目的室の関係ですが、過去に中央会館を利用していた団体

のヒアリングで実際に部屋を見た上で利用の有無を判断したいという意見をいただいてお

り、また、今申し上げた見学会の関係があり、沢山の方が新しい庁舎に来られることも想

定されることから、開庁後直ちに多目的室を開放するのではなく、利用団体の内覧と、見

学者の控室としての利用を考えています。その期間をどこまで取るかというのは、まだ詳

細を詰めていませんけれども、6月 1日くらいから内覧をしていただいた団体等も含め、利

用できるように対応していきたいなと考えています。申し込みも本来であれば 3 カ月前で

すが、初回ですので 5 月中旬くらいに広報を通じてということになろうかと思いますけれ

ども、お知らせを考えているところです。 

 

橋本委員長 

 川口契約課長。 

 

川口契約課長 

 2 点目の災害時に協定を締結した企業に対しインセンティブを付けることはできないの

かというご質問に対してお答えします。現在行っている建設工事の入札については、企業

の実績や、技術者の能力、地域貢献度などを入札価格に反映いたします総合価格落札方式

や、除雪業務を行っていること、また漏水修繕を行っていることなどの地域貢献を入札参

加資格要件とした政策入札などがあります。しかしながら、これらはあくまでも過去の実

績を反映させているものであり、物品等の入札時において災害時の協定を地域貢献度とし

て反映させることは難しいものと考えているところです。また、この協定を締結していた

だいている企業が 38 社ほどあると確認しているところでありますが、現在地元産業の振興

を図るため、競争性を損なわない範囲で市内業者に配慮した現状の入札の影響も考慮しま

すと、協定を締結した企業に付加価値を付けることは非常に難しいものと考えているとこ

ろです。 

 

橋本委員長 

 平澤政策推進室政策広報課長。 
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平澤政策推進室政策広報課長 

 走りたくなる動画の狙いですが、私どもシティセールス事業、企画財政部の担当になっ

てから当初 2年間、認知度を向上させることを目的に北広島の特徴などを動画に盛り込み、

楽しみながら知っていただくことを主眼に動画を作成してきたところです。今後どのよう

にしていくかと考えたときに、単に市のことを知ってもらうだけではなく、住んでみると

こういう素晴らしさ、メリットがあるよということを発信していくことが移住先を選択す

る際の 1つの動機になるのではないかなと考えたところです。平成 28 年、今年度について

は、今走っている方が全国で 500 万人とも 1 千万人とも言われておりますが、大変、ラン

ナー、ジョギング人口が増えておりますことに着目してランナー向けの動画を作ったとこ

ろです。北広島にはエルフィンロード、トリムコースという素晴らしい資源がありますの

で、こういったものをジョギング、ランニングをする方に見ていただいて、移住をする際

の選択肢にしていただきたいと考えています。全国的にマラソンランナーに対して実施さ

れたアンケートなどを見ますと、30 代、40 代の方が 60％から 70％いらっしゃいます。こ

の 30代、40 代が私どもが考えている移住のターゲットの年代、子どもができて引越しを考

えるような年代、そこをたくさん含んでいる層ということで、このランナー向けの移住プ

ロモーションが非常に効果的ではないかと考えたところです。 

次に、広報紙の件ですが、江別市は広報のコンクールで 3 年連続特選になっているとい

うことですが、私どもは広報紙を江別市ともやり取りしておりまして、日常的に見る機会

があります。広報コンクールは主に特集のページを評価するもので、特集のレイアウトや

写真、中身について評価されているものと思います。私どもの広報紙と比べたときにどう

かといいますと、確かに江別市は写真やイラストの点数が少し多く、そしてうまくレイア

ウトされているということが挙げられますが、先ほどおっしゃっていた高齢者の見やすさ

という部分ですけれども、文字の大きさにつきましては私どものまちのほうが大きいとい

うことです。江別市はレイアウトがしっかりしているのですが、表ですとか解説になると

かなり字を小さくし、かなり密度濃く無駄なスペースを使わないような形で作っているよ

うなイメージです。ただ非常に評価の高い広報紙ですので、江別市など他の評価の高いま

ちの広報を参考にしながら、わかりやすい広報紙作りに努めてまいりたいと考えています。 

 

橋本委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 わかりました。契約管理の経費に関しては今の段階では考えていないということなので、

これは私が思っているのと見解が違いますので、もう 1回総括でやりたいと思います。 

広報に関してはエルフィンロードのＰＲですが、これはエルフィンロードのランニング

のしやすさ、走りやすさをＰＲしているということなので、有効に市のシティセールスに
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も大きく繋がるだろうと思いますので、私も見ましたが 2 分程度の映像ですけれども非常

に綺麗な、おそらくマラソンをする人があれいいなと思って見ているのだろうと思います

ので、あらゆる機会でＰＲに努めていただきたいと思います。これは要望にしておきます。 

広報紙で 1 点だけ。文字の大きさは江別市より大きいということでわかりました。いわ

ゆる文字の量と写真のバランスですね。一般的に高齢者ほど、紙面に対して文字と写真の

割合で文字数が多いとなかなか読むのが億劫になると言われております。そういった面を

含めて、これから高齢化率がさらに上がっていく中で、広報は、先日の一般質問の鶴谷委

員の子育てサイトの情報をどこから取りましたかといったら広報が 1 番でしたからね、や

はり広報だと思うのです。そういう意味での見やすさ、親しみやすさでもう一工夫あって

もいいかなと思うのですが、その点に対して今後の改良の余地がどの辺にあるのかお聞き

して終わります。 

 

橋本委員長 

 平澤政策推進室政策広報課長。 

 

平澤政策推進室政策広報課長 

 広報に関しては 2 年前に若干デザインを手直しして、その際、字を少し大きくしたとい

う経過があります。昨年度、広報のアンケートを実施しました。平成 22年度にも実施をし

ており、そこで若干比較したのですが、字の大きさは丁度いいとお答えいただいた方が 4

ポイントくらい増えています。それから、わかりやすいかという問いについては、2ポイン

トほどプラスになったということでして、一応私どもが若干手を加えたことは成功かなと

考えているところです。ただ、今回改めて江別市とも見比べたのですが、紙の質と字のコ

ントラスト、江別市は字の部分についてはどちらかというとゴシック系のものが多いので

すが、小さい割には読みやすいという部分があります。もしかすると高いフォントなどを

使っている可能性もありますが、そういった読みやすい字の導入、その他についても検討

してまいりたいと思います。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

橋本委員長 

 以上で本日の総務費の質疑を終わります。暫時休憩をいたします。 

 

休 憩  午後 3時 09 分 

再 開  午後 3時 24 分 
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橋本委員長 

 休憩を解き、再開をいたします。 

次に消防費の質疑を行います。160 ページから 163 ページでございます。 

簡潔によろしくお願いいたします。山本委員。 

 

山本委員           

 消防費ですけれども、2つだけ教えていただきたいと思いますけれども、1つは隣接する

地域ですよね、消防のときに、例えば南幌町の近くに消防が行ったり、お互いに広域で消

防活動をすることが、今、実際の中で想定されているのか。その場合、例えばその経費で

すとか消防活動のお互いの連携、ページ数でいきますと 161 ページから 163 ページになる

のでしょうか、一般的な消防の件で、そういう近隣の市や町、自治体という形でルール作

りや経費の負担など、そういうものがあるのかどうか。具体的にあるのであれば、具体的

にはそういうルール作りがされているのかどうかが 1点です。 

2 つ目は 163 ページの消防団運営経費ですけれども、消防団に関しては各地域で作られて

いると思うのですが、まだ地域的には作られていないところもありますよね。ですから、

全体的に消防団を育成していく方針があるのかどうか、そのための取り組みはされている

のかどうかをお聞かせ下さい。 

なお、1点目のところは広域で消防活動をやれということではなくて、組織を作れという

ことではなくて、近隣とそういう連携事業みたいなものがある場合はどういうルール作り

をされているのかについてお聞かせ願いたいと思います。以上です。 

 

橋本委員長 

 本田警防課長。 

 

本田警防課長 

 山本委員のご質問にお答え申し上げます。広域での消防活動についてですが、平成 3 年

に北海道広域消防相互応援協定が締結されまして、この中で近隣等についても応援協定に

基づき活動をしているところです。経費については特に掛かっていないところです。 

 

橋本委員長 

 谷口総務課長。 

 

谷口総務課長 

 消防団の関係ですけれども、現在消防団では本部、それから 1 分団から 4 分団ありまし

て、1 分団は東部地区と北広島団地地区、第 2 分団は輪厚西部地区、第 3 分団は大曲地区、

第 4分団は西の里地区と、市内全域を消防団がカバーをしています。 
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橋本委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 平成 3 年の応援のルールということで、経費が特に掛かっていないということは実績が

ないということでしょうか。それともそういう形で相互に、仮に消火活動をやってもお互

いに経費を請求しないというルールづくりになっているのでしょうか。そこら辺のところ

教えてください。 

 

橋本委員長 

 本田警防課長。 

 

本田警防課長 

 ご質問にお答えします。経費の関係については、北海道広域応援協定の中で書かれてい

るものです。 

 

橋本委員長 

 山口消防署長。 

 

山口消防署長 

 経費の関係ですが、広域応援協定の中で掛かった経費についてはそこそこの市町村で負

担することになっており、実績については恵庭市、江別市、札幌市の境界で、お互いに先

に来て活動してもらったり、あるいは本市が他市に行って活動したりと、一年を通してか

なりの数に上っております。 

 

橋本委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 簡潔に 3点ほどお聞きします。162 ページ、消防施設費。山手町のすみれ公園内に防火水

槽が設置されるとのことですが、その施設の内容、それから今後まだ防火水槽が必要な場

所が市内にどのくらいあるのか、ご説明を願います。 

それからページ数なしで 2 つ。消防活動ですが、消防団の活動は今、全国的にタブレッ

トを使って業務にあたるケースが年々増えてきております。本市としても業務の効率化を

考えた場合に、消防としてタブレットの使用を、そういう意味ではもう研究してもいい時

期に来ているのではないかと思うのですが、まず見解をお聞きします。 
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それから 28 年度の北広島におけるドクターヘリの要請回数といいますか、その出動回数

と救命状況、それから救命の効果がありましたらご説明お願いします。 

 

橋本委員長 

 本田警防課長。 

 

本田警防課長 

 防火水槽ですが、水量は 40トンの防火水槽で耐震性を備えたものになっています。今後

の防火水槽の設置計画ですけれども、東部地区に 1基、北広島団地地区に 29 年度の更新も

合わせると 3基、西の里地区に 1基を、32 年までに設置するよう予定しているところです。 

 

橋本委員長 

 山口消防署長。 

 

山口消防署長 

 まずタブレットを使用しての活動ということですけれども、いわゆるＩＣＴを活用した

効果的な消防それから救急活動については、現在総務省消防庁でも様々な検討がなされて

おり、特に救急業務は救急車内の状況を直接医療機関に転送して、画像をとおして適切な

アドバイスを得るなど、色々と検討されているところです。また、消防活動においても、

災害現場において指揮本部からリアルタイムで色々な情報等を指令室に配信して、情報を

共有したり、あるいは行方不明者の捜索などでは捜索隊の位置情報をタブレット側に表示

して、不明者の早期発見や隊員の二次災害の防止等に備えるといったことにも大変有効だ

と思っています。ただし、端末を外部に持ちだすことで個人情報の流出ですとか保管方法

などセキュリティの問題もありますので、導入にあたっては近隣市町村の状況ですとか費

用対効果も含めて、関係部署と様々な問題点において慎重な協議が必要かと思っています。 

平成 28 年のドクターヘリの要請状況は 16 件要請している状況です。16 件中 7 件は救急

車での陸送となっています。それから道の防災ヘリもあり、防災ヘリは 2 件の要請です。

効果については、ドクターヘリはやはり 10分弱ほどで現場に飛んで来てくれますし、医師

が同乗してくれるということで、いち早く患者の方に接することによって様々な処置が広

がると思っています。また、搬送もほぼ三次医療機関ということで、患者にとってはかな

り有利な搬送方法と思っています。 

 

橋本委員長 

 藤田委員。 
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藤田委員 

 1 点だけ確認します。ドクターヘリが大体月 1 回から 2 回程度の要請だと思うのですが、

1機で道央圏カバーしていますから、その時に他のところに出ている、バッティングするよ

うなケースは年に何回かあるのかないのか、その辺の現状をお知らせください。 

 

橋本委員長 

 山口消防署長。 

 

山口消防署長 

 やはり 1 機ですので、稀にバッティングすることはありますし、その際には防災航空隊

に頼んだり、その防災航空隊もだめということであれば、札幌市消防局の札消ヘリに頼ん

だりという形になっています。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 

田辺委員。 

 

田辺委員 

 1 件お伺いします。予算書の 161 ページの救急体制強化事業についてお聞きします。救急

救命士ですけれども、こちらは今何名くらいいらっしゃって、消防隊員の中での割合はど

のくらいなのか。たぶんどこか研修に行って資格を取って来られると思うのですが、年間

で何人を養成していくとかそういう計画のようなものがあるのかお伺いします。 

 

橋本委員長 

 小室救急指令課長。 

 

小室救急指令課長 

 救急救命士の数ですが、現在運用している救命士が 12 名となっています。研修が終わり、

今後救命士として活動する職員が 2 名おります。全体としては、今、配置場所が変わって

いる救命士が 6 名ほどおります。全体としては 90 名中 18 名ということで救命士が運用さ

れている状況です。今後の養成計画については、恵庭市にあるハイテクノロジー専門学校

の生徒が消防を受験される方が多いということで、プロパーからの養成は今のところ考え

てはいないところです。 

 

橋本委員長 

 田辺委員。 
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田辺委員 

 今のはちょっとわからなかったのですが、ハイテクノロジー専門学校の生徒が就職する

ことが決まっているので、今いる職員の中ではあえて養成しないという理解でいいのかと

いうことと、今アレルギーのお子さんも増えていて、アナフィラキシーショックの症状が、

例えば給食を食べてとかあると思います。ご家庭に居てもそういうことがあるかと思うの

ですが、そういう場合、おそらく対応できるのは救急救命士の方かなと思うのですが、そ

ういう時の体制、学校との連携とかその辺のところはどのようになっているのかお伺いし

ます。 

 

橋本委員長 

 小室救急指令課長。 

 

小室救急指令課長 

 まず養成計画の部分でもう一度お話させていただきます。ハイテクノロジー専門学校の

救急救命士科を出た、資格を持った方が、現在、私どもの消防を受験されている方が多い

ものですから、現在充足されているということで、プロパー、今の職員の養成は今のとこ

ろ考えてはいません。それとエピペンの関係ですけれども、こちらは教育委員会と連絡を

密にしながら、学校でどれだけの生徒がエピペンを使用しなければいけないのかを逐一連

絡を取り合って対応しています。 

 

橋本委員長 

 田辺委員。 

 

田辺委員 

最後に、1年間にエピペンを使わなければいけない場合というのは、学校だけではなくて

一般の家庭においてもですが、何件くらいあるのですか。 

 

橋本委員長 

 小室救急指令課長。 

 

小室救急指令課長 

 エピペンの使用状況ですが、昨年は 9 月に 1 件活動しています。それ以外ではエピペン

を使うような事案は発生していません。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 
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（「なし」と呼ぶものあり） 

 

橋本委員長 

 以上で消防費の質疑を終わります。暫時休憩をいたします。 

 

休 憩  午後 3時 40 分 

再 開  午後 3時 41 分 

 

橋本委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

次に公債費、諸支出金、職員費、予備費、継続費、債務負担行為及び地方債の質疑を一

括して行います。 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 1 点だけ。202 ページ、職員費に関連して質問いたします。プレミアムフライデーがスタ

ートしましたけれども、これは民間企業が積極的に第 4 金曜日の午後に休める企業は休み

ましょうということで、これは経済産業省が旗を振ってスタートをしたところであります

が、なかなか官公庁はそのようにやるわけにはいきません。それで 1 つの考え方ですけれ

ども、職員の残業なり仕事の軽減を含めて、いわゆるプレミアムフライデーにあたる第 4

金曜日を市としてノー残業デーにすることができないのか。現在、本市は水曜日がノー残

業デーになっていると思いますが、もう 1 日増やすような考え方、またこういう日は会議

や打ち合わせを原則持たないなど、場合によっては金曜の午後から有給休暇を取りやすく

するとかそういう配慮もできるのではないかと思うのですが、原課としてどのような考え

を持っているのか、考え方だけお聞きします。 

 

橋本委員長 

 千葉職員課長。 

 

千葉職員課長 

 藤田委員のご質問にお答え申し上げます。先頃プレミアムフライデーが始まりましたが、

統計によりますと実施されたのは 3.7％程度と聞いています。今、藤田委員が言われました

とおり、現在毎週水曜日をノー残業デーと設定していますが、第 4 金曜日にこのノー残業

デーを設定できないかということと、その日については会議等の設定を行わないというご

提案がございました。まずノー残業デーを設定することは可能かと思います。ただ会議等

につきましては市が主催する会議等については規制することができますが、外部によりま
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す会議等についてはなかなかすぐにとはならないかと思います。また時給で働いている職

員については、例えば休むことになりますと給与に影響が出てくる可能性もありますので、

それらも含めて総合的に判断しながら検討していきたいと考えています。 

 

橋本委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 わかりました。せめて第 4 金曜日だけでもノー残業デーにできるものであれば、ぜひこ

れは前向きに検討していただきたいことを要望して終わります。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 

小田島委員。 

 

小田島委員 

 すみません、1点だけ。209 ページの職員手当の内訳の中の時間外勤務手当の状況でござ

います。これは今までの一般質問の経過も含めて、市長が前年度より 10％削減するという

ことで、約 10.5％カットした 1 億 7,844 万円と出してきておりますけれども、この積算内

訳はどのようなことでこの数字を出したのでしょうか。単に 10％マイナスというだけで出

したのでしょうか。お聞きしたいと思います。 

 

橋本委員長 

 千葉職員課長。 

 

千葉職員課長 

 予算の積算におきましては、前年当初予算の金額に対しての 10％で計算しております。 

 

橋本委員長 

 小田島委員。 

 

小田島委員 

 それでは 1 億 7,844 万円というのは人件費、いわゆる時間外手当ですから、給料に占め

る割合というのが現実この数字では何％になるのでしょうか。そしてこの上限の時間対応

ですね、時間数を月何時間として積算してきているのか、そして年間で言うと何時間を上

限としているのか、そのことを確認したいと思います。お願いいたします。 
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橋本委員長 

 千葉職員課長。 

 

千葉職員課長 

 設定の時間についてですが、上限については先の一般質問等でもお答えしていますが、

月 30時間、年 360 時間、1カ月の上限が 45時間というのが基本です。今、率については給

料に占める割合でいきますと約 10％程度と捉えております。 

 

橋本委員長 

 小田島委員。 

 

小田島委員 

 僕も計算しましたけれども、給与に占めるのが 10.2％くらいありまして、昨年が 11.23％

ですから少しは削減されていると思うのですが、やはり今言われた月 30時間、年間 360 時

間、月 45時間を上限ということをしっかり守らせることが必要だと思うのですが、上限を

目途に最大値とした場合、執行見込み額が大体どのくらいに収まる計算なのでしょうか。

これで慢性的時間外勤務の解消が図られる状況になるのでしょうか。お伺いいたします。 

 

橋本委員長 

 千葉職員課長。 

 

千葉職員課長 

 昨年 11 月から時間外勤務の縮減対策を強化しているところですが、2 月で 4 カ月、1 月

末で 3 カ月ということで、数値的には対前年比 21％の減ということで、数字的にも減少し

ているのが現実です。ただ今回積算しております 1 億 7,844 万円、一般会計分の予算積算

ですが、これを上回らないような形で対応してまいりたいと考えています。 

 

橋本委員長 

 小田島委員。 

 

小田島委員 

 やはり慢性的時間外勤務の解消というのが大前提でございますので、ぜひこの予定され

た時間をきちんと守っていただくような形で、事務当局としてしっかりと庁内合意を図っ

ていただきたいと思います。ありがとうございます。 
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橋本委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 1 つは諸支出金です。200 ページと 201 ページですけれども、水道事業費で石狩東部広域

水道企業団への負担金を 6,200 万円支出しているわけですけれども、この支出負担金の内

訳、根拠をお示しいただきたいと思います。 

それから 2 つ目は職員費に関連するのですが、時間外につきましては、今、小田島委員

からされたので省略します。職員費に入らないと思いますけれども、臨時・非常勤職員の

賃金につきましては全体的に各事業費の中に入っていると思いますけれども、一般職員の

人勧の値上げに伴って、臨時・非常勤職員の賃金の増額については考えられているのかど

うか、お聞きしたいと思います。 

 

橋本委員長 

 千葉職員課長。 

 

千葉職員課長 

 臨時・非常勤職員の賃金報酬については、これまでも人事院勧告に批准した改定は行っ

ておらず、道内の各自治体との均衡バランスをとりながら賃金報酬の改定を行っていると

ころです。 

 

橋本委員長 

 橋本政策推進室企画課長。 

 

橋本政策推進室企画課長 

 石狩東部水道企業団の負担金については、企業団の夕張シューパロの関係になります。

事業初年度が平成 8年度になるわけですけれども、それから 16 年度までに建設をした施設

と計画水量を基に、構成団体が平成 25年度から減水量に応じて負担するということで、当

初計画施設に係る元利と利息が含まれる起債償還費をベースに構成団体において確認書を

取り交わし、負担を決めています。 

 昨年 8 月ですけれども、企業団の定例議会で、施設の価値下落分を特別損失という形で

計上する減損の処理と資本金の原資が議決され、それによって負担額の総額が確定し、各

構成団体において平成 42 年度から 56 年度までの負担額を決定し、今回債務負担行為とし

て契約したものです。 
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橋本委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 今の公営企業費のことで 2 つお聞きしたいのですが、現在の負担金の考え方は計画水量

に基づいて負担しているということで、それは変わらないということですね。それともう 1

つは減損処理しているということで、これについては減損処理をして全体的に資本額が減

ったということで、各構成団体の負担額は減額されたと理解してよろしいのでしょうか。

この 2 つをお聞きしたいのですが、この計画水量でもし計算しているのであれば、今、計

画水量から実際の水道の使用料というのはかなり減って、シューパロ湖からの実際の使用

水量はほとんどないと捉えられるほどの内容だと思うのですけれども、この負担金額です

ね、見直しが必要なのではないかなと思うのですが、その点についていかがでしょうか。 

 

橋本委員長 

 川村企画財政部次長。 

 

川村企画財政部次長 

 まず当初計画していたその最大の給水量から評価を見直した段階で、1 万 6 千ｔから

2,800ｔに下げたその差額の部分、いわゆる減水した率の分を企業団の構成団体において、

それを水道料金に転嫁せず、各市町村の負担割合、いわゆる債務負担行為でそれを負担し

ていきましょうというような制度から、平成 25 年度からは議決をいただき債務負担行為で

進んできているところです。今回会計処理が変わり、平成 42 年度からの分についても新た

に、金額が下がった状態で構成団体分の金額が確定したことにより、今回こういう形で予

算を計上しているということです。 

 

橋本委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 そうしますと、減水した金額で計算しているのであれば、実際のシューパロダムからの

使用水量に基づいて計算されていると理解してよろしいのでしょうか。 

 

橋本委員長 

 これ水道会計のところでどうですか。失礼ですけれども、担当も詳しくわかると思うの

で、水道会計のところであれば詳しく答弁もいただけるのではないでしょうかと思います

が、いかがですか。 
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山本委員 

 わかりました。      

水道会計のほうでまたやらせていただきます。 

 

橋本委員長 

 ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

橋本委員長 

 以上で公債費、諸支出金、職員費、予備費、継続費、債務負担行為及び地方債の質疑を

終わります。 

お諮りいたします。本日の委員会はこの程度にとどめたいと思いますが、ご異議ござい

ませんか。 

（「異議なし」と呼ぶものあり） 

ご異議なしと認めます。本日はこれにて散会といたします。誠に皆様ご苦労様でござい

ました。 

午後 3時 58 分 

 

 

委 員 長  橋 本  博 

 


